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ただいまから、沖縄振興・那覇空港整備促進特別委員会を○当銘勝雄委員長

開会いたします。

陳情平成20年第167号外１件、本委員会付議事件新たな沖縄振興計画の策定

及び那覇空港の整備促進並びにこれらに関連する諸問題の調査及び対策の樹立

に係る沖縄振興計画の総点検報告書について、駐留軍用地跡地利用に関する新

たな法制度提案の基本的考えについて、新たな沖縄振興の必要性について及び

閉会中継続審査・調査についてを一括して議題といたします。

本日の説明員として、企画部長の出席を求めております。

まず初めに、陳情平成20第167号外１件の審査を行います。

ただいまの陳情について、企画部長の説明を求めます。

なお、継続の陳情については、前定例会以降の新しい事実についてのみ説明
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をお願いいたします。

川上好久企画部長。

沖縄振興・那覇空港整備促進特別委員会、陳情案件につ○川上好久企画部長

きまして、お手元の資料１陳情に対する説明資料により、処理方針を御説明申

し上げます。

表紙をめくっていただきまして、陳情説明資料の目次がございますが、継続

の陳情が２件となっております。

なお、陳情平成20年第193号、那覇空港拡張整備計画に関する陳情につきま

しては、経過・処理方針等に変更はございませんので説明は省略させていただ

きます。

それでは、１ページをお開きください。

陳情平成20年第167号、第二次返還特措法の制定に関する陳情について、御

説明いたします。

本件は付議事件の審査範囲の変更に伴い、今回から沖縄振興・那覇空港整備

促進特別委員会において、御審査していただくものであります。

経過・処理方針等の下線で表示した箇所を変更しておりますが、すべて読み

上げて御説明いたします。

１ 基地使用履歴情報の米軍からの情報提供については、沖縄県における駐

留軍用地の返還に伴う特別措置に関する法律第６条及び同法施行令に基づき、

返還実施計画を定めて原状回復措置を行う際、国が米軍から情報収集を行うこ

ととなっております。

２ 土壌汚染調査、埋蔵文化財調査の日本政府による実施と米軍によるその

受け入れについては、返還前の早い段階から埋蔵文化財・環境調査等のための

基地立ち入りが可能となる制度や、土地引き渡しまでに汚染等に関する現状回

復措置を徹底する制度の創設を国に要請しております。

３ 返還基地の調査・現状回復期間をカバーするに足る給付金の支給につい

ては、土地利用制限に対する補償的な意味合いで、返還から使用収益開始まで

の期間について給付金を支給する制度の創設を国に要請しております。

なお、２及び３の要請は、県及び跡地関係11市町村長で構成する跡地関係市

町村連絡・調整会議において取りまとめた駐留軍用地跡地利用に関する新たな

法制度提案の基本的考えにより、９月９日と10日に跡地利用に関する新たな法

律の制定について、国に要請を行ったものです。

以上、沖縄振興・那覇空港整備促進特別委員会陳情案件につきまして、御説

明いたしました。
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御審査のほど、よろしくお願いします。

企画部長の説明は終わりました。○当銘勝雄委員長

これより各陳情に対する質疑を行います。

質疑に当たっては、陳情番号を申し述べてから重複することがないように簡

潔にお願いいたします。

なお、質疑・答弁に当たっては、挙手により委員長の許可を得てから行うよ

うお願いいたします。

質疑はありませんか。

赤嶺昇委員。

陳情平成20年第167号について質疑をいたします。それぞれの○赤嶺昇委員

、 。処理方針の中で国に要請するということなんですが 手ごたえはいかがですか

新しい次の法律案を策定するということで、９月９日と○川上好久企画部長

10日に知事及び関係市町村長で沖縄及び北方対策担当大臣、防衛大臣、内閣官

房長官、民主党幹事長等々に要請をしてまいりました。それからまた別途、今

後の沖縄振興の枠組みということでこの４項目ございますが、その中の１つと

して次の基地跡地に関する新しい法律の制定について、これは沖縄政策協議会

に要望して、その際それぞれ担当大臣からコメントがございましたけれども、

要請に行った際に前原沖縄及び北方対策担当大臣からは、法律が失効すること

は承知をしている、何らかの新しい措置が必要だと考えている。そして現行の

問題点を踏まえてさらによいものをつくり出す。そういう旨の発言がそれぞれ

の関係閣僚からございました。

前原沖縄及び北方対策担当大臣以外の閣僚からは、どのような○赤嶺昇委員

コメントが出ていましたか。

仙谷内閣官房長官は返還跡地の法制度、これはほかのも○川上好久企画部長

のもありますが、一括交付金とか基地の負担軽減など財政的な問題もあるが、

政府としては誠意をもって協議をしたいと。そして沖縄政策協議会を立ち上げ

て協議をしていきたいと。それは移設協議会の前日の話だったので、そういう

コメントがございました。それから、民主党幹事長からは当然法律の失効につ

いては認識をしている、現場の声を聞きながら、できるだけ反映できるように

したいという話がございました。それから、防衛大臣は同様に法律の期限が来
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ることは承知をしている。そして、沖縄政策協議会の中で新しい法律について

議論できたらいいのではないかという、それぞれコメントでございました。

何点か具体的に聞きたいのですが、１番の処理方針の中で、国○赤嶺昇委員

が米軍から情報収集を行うこととなっておりますということなんですが、この

中で、国が米軍から情報収集を行うということだけで皆さんは納得されている

んですか。

当然、国が米軍からの情報収集を行うことを基本としな○川上好久企画部長

がらも、県としてはやはり必要な情報については別途、これまでもいろんな形

で働きかけをしていますし、今後も必要に応じてそれはやっていかなければい

けないものだと思います。

これまでに、沖縄の基地が返還された後にいろんな問題が実際○赤嶺昇委員

生じておりますよね。それで国からの情報収集だけでいいんですかということ

を指摘しているんです。これまでも、跡地利用について返還された後にいろん

な問題が出てきている中で、そういう実績がありながら、この処理方針でいい

のかという話をお聞きしたいのです。県がもう少し、米軍から現状を、情報収

集を行うだけでは県民は安心できないと思いますよ。

国は米軍から使用履歴について把握して、○古波蔵健企画調整課跡地対策監

そういう形で蓋然性のある箇所について、いろんな調査をしていくということ

になってございますが、そういう形では、実際には土地の引き渡し後に、また

新たな不発弾とか土壌汚染の発見とか、これまでの跡地整理の中で出てきてご

ざいます。そういう意味で、今後はさらに調査を徹底して、国があるいは米軍

が行うような形の制度を県として求めているところです。

県として、これまでの事例も踏まえてどのような調査をしてほ○赤嶺昇委員

しいとか、国に対してどういうことを求めたいのかという具体的なものは、国

に伝えていますか。

これまでに沖縄県における駐留軍用地の返還に伴う特別○川上好久企画部長

措置に関する法律のもとで、あるいは沖縄振興特別措置法の中にも一部規定が

ございますが、その中で進められてきた作業の中で、どうしてもやはり課題と

いうものが浮き彫りになってきております。その基地内立ち入り制限による調
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査のおくれというのが１つ大きなものとしてあると思います。そして、返還前

の基地内の立ち入りは原則的には許可をされないという状況で、事前調査はな

かなか厳しい状況があるということでございます。ただ、例外的にこれまで普

天間飛行場の滑走路周辺の埋蔵文化財試掘調査等ございますが、基本的にはそ

ういうものはなかなか認められない。したがってそのことによって調査がおく

れる。そしてさらに結果としては跡地の利用に大きな支障を来しているという

のがあります。そして現実に返還された後に、先ほど蓋然性の話がありました

が、北谷町桑江地区の例もそうですし、この前の北中城村泡瀬ゴルフ場地区も

そうですが、非常に不発弾等がどんどん出てくる、あるいは汚染物質が出てく

る、そういう状況があって、結果的に跡地の利用がおくれる、地主の負担が発

生する、さらにはそれを本来利用できるはずなのに利用できないという全体の

利益を失う、そういう状況につながっているということを踏まえて、今回は法

律の中でそういうことを徹底できるようにということを要請してきたいと。ど

ういう形で書き込んでいくかは、これから整理をしていくわけですが、そうい

う目的で要望していきたいと考えております。

ぜひ、そういうふうにしていただきたいと思います。事前調査○赤嶺昇委員

は非常に厳しいという答弁だったんですが、事前調査もやはり県として求めて

いくのかどうかお聞かせください。

そういう形で求めていきたいと思います。○川上好久企画部長

処理方針の２番なんですが、現状回復措置を徹底する制度の創○赤嶺昇委員

設を求めていくということなんですが、この件についても政府と具体的に議論

をされましたか。

これはまさに次の法律の制定に向けて議論を進めていく○川上好久企画部長

ということで、県としてはこれまでの制度に基づく事業の実施の中で、こうい

うところが足りないと、こういうことが必要だということを次の新しい法律の

中で求めていきたいということです。

現状回復措置の徹底というのは、具体的に中身はどのようなこ○赤嶺昇委員

とですか。

跡地の早期の整備を図っていくためには、返還前の早い○川上好久企画部長
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時期から埋蔵文化財、それからまた環境調査のための基地立ち入りが可能にな

るような仕組みが必要なんだろうというのが１つあると思います。それから土

地引き渡しまでに、汚染等に関する現状回復措置を徹底して、それから引き渡

すということをやらないと、なかなか跡地の利用について期間が短縮できない

。 。のではないかと考えております そういうことを要望していきたいと思います

処理方針の３番、最後なんですが、給付金を支給する制度の創○赤嶺昇委員

設ということなんですが、現在どのようになっていますか。

現在は面積要件による大規模跡地だとか特定跡地等によ○川上好久企画部長

り給付金支給期間が異なるという、地主からするとどこであろうが同じなはず

なのに、それが異なるというのはおかしいのではないかという話が１つあると

思います。それとまたもう一つは、そういう実際に特定跡地指定における支給

実績というのがあって、最大４年半ぐらいあるんですが、現実に土地の使用収

益開始まで10年以上かかるという実態があって、そこの部分をやはり返還から

使用収益開始まで期間に対して給付をすべきではないかと。この辺は市町村、

それから地主会からそういう要望を受けて、そういうことも要望していきたい

と思います。それからもう一つは、１の所有者に対して1000万円という上限額

があるんですが、そういうものがある意味おかしいのではないかという話もご

ざいます。そういうことも含めて、給付金制度の見直しというものを要望して

いきたいと思います。

休憩いたします。○当銘勝雄委員長

（休憩中に、渡久地委員から米軍基地関係特別委員会から付託がえされ

た陳情平成20年第167号の審査方法について確認がされた ）。

再開いたします。○当銘勝雄委員長

ほかに質疑はありませんか。

渡久地修委員。

私は簡潔にお尋ねしますが、休憩中に確かめたんですが、２○渡久地修委員

カ年間米軍基地関係特別委員会でこの問題の議論を皆さんやってきて、米軍基

地関係特別委員会のメンバーでもやってきているんですが、そこで主に問題・

指摘になったもの、そして何が大きな問題になったのか、その辺を簡潔に説明
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してもらえますか。

米軍基地関係特別委員会には私が出席しているわけでは○川上好久企画部長

なくて、詳細なところは把握していないんですが、これまでの経過処理方針の

中で、例えば返還跡地の調査、原状回復措置、今も赤嶺委員から質疑のあった

もの等については、やはりこれについての必要性というものの議論が出て、県

としては６月定例会までには、やはり沖縄振興計画等総点検報告書及び沖縄21

世紀ビジョンの考え方を踏まえて対応を考えていくという整理をしてきたわけ

です。そういうものを踏まえた形で、今回関係市町村、そして沖縄県軍用地等

地主会連合会の皆様方の御意見も聞きながら、次の法律失効後の新しい法制度

の要求として、そのことを入れ込んでいく。そして実際にまた要請活動を始め

てきたという流れになっております。

中身に関しては、これが出ているのでこれが出るときにやり○渡久地修委員

、 。 、たいんですが この陳情で2012年３月31日をもって失効するからと 要するに

第二次返還特別措置法の制定を急ぐ必要があると、ついては県議会として超党

派で必要性の決議をして、国会議員等全員でこれに取り組むべきだということ

ですよね。そしていわゆる第二次返還特別措置法の制定の必要性、そしてこれ

を急ぐ必要があるという認識では皆さん方も同じ見解でしょうか、どうでしょ

うか。

法律は失効しますので、当然それに向けて次の法律のあ○川上好久企画部長

り方も検討しなければいけない。その作業を今やっている最中でございます。

その必要性があるという段階で、もうあと少しで切れますよ○渡久地修委員

ね。時期的な問題で急ぐ必要があるとここには書いてあるんですが、これは決

議、意見書を上げるかどうかはこれからここで議論をするんですが、余りのん

びりはしていられないよね。そういう意味では皆さん方の急ぐというのはどれ

ぐらい急ぐということですか。

当然、法律の失効というものに間に合わせて法制度を整○川上好久企画部長

備できるように準備をしてくるということです。そして、今回県内の考え方と

いうものを関係市町村含めて集約しましたので、そのことを国の関係省庁にこ

れから働きかけていく、事前に関係の大臣には要請をして、さらに沖縄政策協

議会の中でもそれを県としての次の沖縄振興策の１つとして提起をするという
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ことを申し上げて、その段階まできたということです。

では、県のこれでいこうというようなものが固まるのは、い○渡久地修委員

つごろになりますか。

大枠については、これまでの課題を洗い出して、こうい○川上好久企画部長

うことはやってほしいという関係市町村等に意見を聞いて、大体枠をつくって

説明をしております。これはまた国との調整の中で、いろんな動きがあろうか

と思いますけれども、それを踏まえて形で最終的には形が決定されていくと思

います。少なくとも再来年１月の通常国会には上げていくような日程で、法案

が提案できるようなスケジュールを逆算しながら国と調整していくことになろ

うかと思います。

県議会としても意見書を上げていくという、それは必ず皆さ○渡久地修委員

ん方、県当局と時期は一致するしないというのはあるかもしれないけれども、

県当局の基本的な考え方というのを打ち出すというのは、結構大きな判断材料

にもなると思うんです。そういう意味では、早目にやってもらわないと県議会

で意見書、決議なりを上げる場合に、ことしの12月なのか来年の２月ころなの

かと非常にタイミングというのは必要になってくると思うんです。ですから、

県議会としては遅くても12月、来年の２月定例会あたりにはやったほうがいい

と、私は個人的には思うんですが、その辺までには大枠はできますか。

今、渡久地委員が言われる大枠というのは、どのレベル○川上好久企画部長

のことをイメージされているかあれですが、基本的な考え方というのは１つの

大枠だと我々は理解をしております。そして、個別の条文に移していくときに

技術的ないろいろな課題、それからまた国との調整の中でいろいろ出てくるか

もしれませんが、県としての大枠はこうだと思っております。それについて、

県議会でどういう対処をされるかというのはもちろん県議会の御判断なので、

それを待つしかないわけですが、できる限り関係市町村、それから地主の方々

の意見も踏まえた形でつくっておりますので、そういう形で県議会としてもぜ

ひ御議論、御意見をいただければと思います。

ほかに質疑はありませんか。○当銘勝雄委員長

照屋守之委員。
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これは、例えば手順として今は沖縄県側からそういう要望を○照屋守之委員

するわけですけど、国の対応として沖縄政策協議会の中でそういう、詰めてや

ろうとしますよね。そうするとその法律が切れる、いつごろまでにどういうこ

とをしてというものは、ある程度わからないといけないのではないか、これが

わかるのはいつごろですか。

平成23年の３月を１つのめどとして、国と調整をして案○川上好久企画部長

を固めたいと思っております。それから、法案の準備をする期間というものも

ありますので、その辺までにできれば作業的には国もスムーズにいくのかと考

えております。

そのときの国の対応ですが、例えばこれは沖縄県側が今は要○照屋守之委員

望をするわけですよね。そうすると国は、ほかの都道府県にもそういう米軍基

地関係があるでしょう。彼らはそういうものの返還も含めた形で、こういうも

のをとらえていくということになるんですか。これは特別に沖縄県だけという

ことですか、ほかの都道府県の米軍基地の返還とか、そういうものについては

どうなんですか。

全国のものに波及する部分が全くないとは言えないんで○川上好久企画部長

すが、沖縄の米軍基地跡地は非常に特有な形、まずその育成の過程もそうです

が大規模であるということと、民有地が非常に多いということがあって、その

ことはやはり特に沖縄県としての考え方を示して国に理解を求めていく、これ

が必要な理由になろうかと思います。

そのときに、例えば国の予算的なものとか、そういうものも○照屋守之委員

ある程度概算として、いろいろ検討することになっていくんですか。どうなん

ですか、こういう法律をつくることによって、それに係るいろんな予算の措置

とか、そういうものはどうなるんですか。

これは、当然連動していく部分がないとは言えないと思○川上好久企画部長

います。法律をつくったら、ではすぐそれに係る大規模跡地が次年度出てくる

かというと、必ずしもそうではないわけなんですが、ひょっとしたらそれにか

かわるような、それ以外のものにかわるような予算措置がないとも言えない、

そういう意味では８月末に毎年概算要求もあるわけでありまして、そこらあた

りまで考え方というものは整理されておかなければいけないと思います。
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それと、今のアメリカ政府と日本政府とのそういう米軍基地○照屋守之委員

の返還、普天間飛行場の移設問題も含めて、なかなか我々からしても先が見え

、 。にくい状況 この返還がどうなっていくのかという一抹の不安があるわけです

ですから、こういう現状とそういう法律が切れる、また今後のそういう法整備

の必要性と今我々は求めているという、この現実と米軍基地の返還とかという

ものと、こういう新たな法整備という関係では国はどうですか、あれはあれ、

これはこれ、再編というかそういうものを進めていくという前提で、こういう

法律の問題もとらえていくんですか。

現状は、沖縄本島中南部地域の大規模返還があるという○川上好久企画部長

前提で我々は作業を進めておりますし、国もそういう受けとめ方で今作業にの

ってくるだろうと思います。そして今、政治的なアメリカ、我が国をめぐる沖

縄もそうですが、米軍基地をめぐる状況というのはいろんな動きあるかもしれ

ませんが、しかしながら今後の沖縄振興という視点から考えても、過密な沖縄

本島中南部地域にこれだけのポテンシャルのある跡地をどうするかというもの

は非常に大きな問題でありますので、県としてはこれは粛々と対応していくべ

きものだと考えております。

それと今、沖縄にこれだけの米軍基地があるわけですから、○照屋守之委員

例えばこういう法律というのは時限立法的なものではなくて、やはり米軍基地

がある限りはこういうものを恒久的に、時限を決めないで続けて、恒久的な法

律にしていくとか、そういう要求も必要だと思うんですが。10年後またそうい

う仕組みも考えないといけないとかということになるのか、10年たっても結局

沖縄の米軍基地はなくならないわけでしょう、今のような動きからすると。そ

の辺はどう考えていますか。

今回の駐留軍用地跡地利用に関する新たな法制度提案の○川上好久企画部長

基本的考えの中には、法律の形としてまず沖縄振興特別措置法と沖縄県におけ

る駐留軍用地の返還に伴う特別措置に関する法律の２つに分けているものを一

本化するという考え方と、米軍基地跡地利用促進のための新たな制度を盛り込

んだ特別立法にしてほしいというのが１点です。あともう一つは、今照屋委員

が言われるように、では10年間あるいは５年間という時限立法だったときに、

ではそれがすべて終わるかというとそうはなかなか考えにくい話がありまし

て、県としてはすべての米軍基地跡地の整備が終了するまでは恒久法としてほ
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、 。しいという要望を この基本的な考えの中には整理をして書き込んでおります

ほかに質疑はありませんか。○当銘勝雄委員長

仲村未央委員。

１点目の基地使用履歴情報の米軍からの情報提供ですが、こ○仲村未央委員

れは沖縄の米軍基地については基地使用履歴、どういう使用目的でどういう形

状変更が加えられて、そこにどういった駐留があったり目的に供されたという

ような情報のストックというのは、各米軍施設ごとにあるんですか。

米軍の基地使用履歴に関して跡地ごととい○古波蔵健企画調整課跡地対策監

うのは、県ではまだ見てございません。

これまでの米軍基地跡地利用にかかわった中で、米軍はそう○仲村未央委員

いった情報を既に蓄積して、ストックとして持っているということを、事実確

認というのはなされていますか。

基地使用履歴の確認というのは、過去にや○古波蔵健企画調整課跡地対策監

ってはございません。

というのは、皆さんの処理方針を見ると国が米軍から情報収○仲村未央委員

集を行うとなっているわけですね。これが既に米軍が持っている情報のストッ

クを開示をさせるという趣旨なのか、今から言ってこれはどういうふうに使っ

ていましたか、何十年どうしていましたかということから始める情報収集を指

しているのか、そこはどういう認識で皆さんはこの処理方針を書かれたのでし

ょうか。

今の基地使用履歴情報については、基本的には国が米軍○川上好久企画部長

から情報を収集するということになっておりまして、県ではなかなか実態とい

うものは掌握できないという状況です。それゆえに、今回の新しい法律を制定

するに当たっては、今後の基地跡地利用に支障のないような形の方法をやって

くれということで、この基本的な考えというのは整理をしております。この中

で、特に基地使用履歴情報云々の話はないのですけれども、先ほど申し上げま

したように、事前立ち入りの仕組みだとか、土地の引き渡しまでに現状回復を

しっかりやって基地跡地の利用に支障のないような形にしてくれということを
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要望していきたいと思っております。

今回の陳情者の桜井先生やそういった多くの環境の専門家が○仲村未央委員

指摘するには、米軍の本国において跡地利用をしようというときには、これま

でどういうふうに土地が利用されて、どういう形状変更があって、そこにどう

いうことが蓄積されてきたかという基本的な情報がきちんとあるから、その後

の跡地利用が非常にスムーズにできると言っているわけですよね。そういうこ

とから今回の陳情も使用履歴のことについて触れていると思うんです。ですの

、 、で 沖縄の米軍基地のそういった情報を米軍がちゃんと持っているのかという

、 、まずその確認とか 持っているのであればそれを開示させていくということは

やはり法律の改定とか制定を待たずしても、どんどんそれは日米合同委員会な

どでも上げながら、要求をしていかないと、今からどうでしたかというやり方

では非常に跡地利用に非効率が出るのかと思うし、またそういう指摘もこれま

でかなり繰り返されてきていると思うんですが、皆さんはそこの課題というか

疑問というのはないんですか。

今、仲村委員がおっしゃったのは、全くおっし○謝花喜一郎企画調整統括監

。 、ゃったとおりだと思います そして先ほど川上企画部長からもございましたが

国は返還を決定して引き渡しをするまでに実施計画をつくるわけですが、その

ときに法律には返還する区域とか時期までは定められているんです。あとは政

令にゆだねられておりまして、汚染物質とか不発弾、そういったものは蓋然性

があるという場合だけ調査するという仕組みになっております。やはりそうい

った政令にゆだねられた部分の弱さもあると思っておりまして、まだ構想の段

階なんですが、今回我々県が新しく求めるものについては、実施計画を定める

に当たっては汚染物質とか水質汚濁防止法などに基づくものについても必ず入

れ込むようにする。なければないでいいんですが、これまでの経験から見ます

とほとんど蓋然性が高いものですから、それをきっちり法律に入れ込んで調査

をするようにと。そういう意味で、前提としてはやはり国としても米軍に対し

て開示を求めるという仕組みが出てくると思っておりますので、我々が今回求

めるものは、そういった中身にしたいと思っております。

米軍基地の運用というのは、基地内の環境白書みたいなもの○仲村未央委員

の運用は国内も国外も含めて同じものを利用しているということもわかってき

ているので、きっとあるはずだと思うわけです。ですので、そこもやはり国に

対しての要求の仕方も、それを開示させなさいということをアメリカ政府に言
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っているかということもポイントに置かないと、やはり補償期間が幾らあって

も足りないということでは非常にその後の基地跡地利用に影響があると思いま

すので、ぜひそこをもう少し、情報収集を深めて要求していただきたいと思い

ます。

ほかに質疑はありませんか。○当銘勝雄委員長

翁長政俊委員。

先ほどの答弁を少し確認したいんですが、沖縄振興特別措置○翁長政俊委員

法の中に沖縄県における駐留軍用地の返還に伴う特別措置に関する法律も入れ

込んでいくという答弁だったんですか。

今の県の考え方は、この間沖縄政策協議会の中でも要望○川上好久企画部長

しましたが、１つは新しい沖縄の振興の枠組みとして、沖縄振興特別措置法に

かわる新たな振興のための法律、これが１つです。あと沖縄振興一括交付金と

いう財源措置です。そして、もう一つ別の法律として駐留軍用地跡地利用推進

法、これは仮称ですが、それを制定してほしいと。そして、現行の沖縄振興特

別措置法と沖縄県における駐留軍用地の返還に伴う特別措置に関する法律の２

つに規定がございますので、それを一本化して１つの法律として制定をしてほ

しいと要望しております。

沖縄振興特別措置法とこれと抱き合わせにして新しい法律を○翁長政俊委員

、 、お願いしたいということになると いわゆる単独で特別措置法でつくっていた

これまでの検証の上に立って、そういう形で出てきたと理解はしますが、この

陳情者を含めて運用上明らかとなった問題点についての解決策を盛り込んだと

いう形になっているんですよね。これは皆さん方のこれまでの検証結果ですよ

ね。これは、新しい法律をつくっていく段階で新旧の何がバージョンアップし

たのかというのが見えないんですよ、皆さんの処理方針の記述を見てみても。

強いて探すなら幾つかあるとは思うんですが、逆にバージョンが下がっている

のではないかと思うのもあって、ここは少し説明を要するだろうと思っている

んですが。これの新旧対照表みたいなものもあるんですか。

先ほど申し上げたのは、沖縄振興に関する沖縄振興特別○川上好久企画部長

措置法とは別に、沖縄県における駐留軍用地の返還に伴う特別措置に関する法

律の拡充版と見えるような新しい基地跡地利用のための法律を一本化してつく
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るということが１つです。それから、それをつくる際には現行の沖縄県におけ

る駐留軍用地の返還に伴う特別措置に関する法律、それから平成14年からの沖

縄振興特別措置法がつくられたときには想定されなかったことも出てきている

わけですね。１つは米軍再編による嘉手納飛行場から南の大規模基地の返還問

題がクローズアップした。また一方、現行法律の中で跡地の整備をし始めたと

ころがあったわけです。これが北谷町の桑江地区とか。それから給付金の支給

の実績も出てまいりました。そういう現実の事業の実態を踏まえながら課題を

洗い出して、それを次の法律の中では必要なものをつけ加えて要求をしていく

という形になっております。そして、この中身は今翁長委員がお持ちになって

いると思うんですが、基本的な考えの検討資料という、資料の中で一番最後に

法律条文と関連をして、県が新しい法律に盛り込む新しい制度の施策の提案と

いうものが整理されております。

この陳情処理の中で資料３の検討資料があるから、この中に○翁長政俊委員

具体的に検討結果、足りないものを埋め込んだ法律の条項が載っている、です

からこれを読みなさいということなんですか。

県が今要望している新たな法制度の中に、なぜそれを要○川上好久企画部長

望するに至ったか、そこをかいつまんで御説明しておきたいと思います。

この冊子にもございますが、まず資料４をごらんいただきたいと思います。

駐留軍用地の跡地利用に関する議論は非常に古いものがございまして、一番

上の黒枠にございますが、昭和53年の11月に沖縄県のほうで沖縄県における軍

用地の転用及び軍用跡地の利用促進に関する特別措置法の要綱というのを国に

要望しております。しかしながら、これは随分長いこと実現をしなくて、それ

から17年後の平成７年の６月に議員立法で沖縄県における駐留軍用地の返還に

伴う特別措置に関する法律というものが施行されます。そして、平成８年12月

にはＳＡＣＯの最終報告が出てくるわけですが、この動きを踏まえて国も普天

間飛行場の移設に係る政府方針だとか、それから普天間飛行場の跡地利用の促

進及び円滑化等に係る取組分野ごとの課題と対応、そして９分野106項目に取

、 。りまとめている どういうことを必要なんだという話は整理をされていきます

そしてまた跡地対策準備協議会という、現時点においては消えてしまったんで

すが、その中で協議をするという仕組みまでができました。ところが、平成14

年に沖縄県における駐留軍用地の返還に伴う特別措置に関する法律の失効に伴

って沖縄振興特別措置法の中でも幾つか規定が設けられていきます。そして真

ん中の点線の枠がございますが、その現行法律の枠の中で実現されている事業
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の中で出てきた課題というものが、ここにある１から８までの状況が今出てき

ているということです。そして、例えば基地内の立入制限が現実にまだあると

いう話、それから給付金支給における地権者の不利益、その大規模それから特

定返還跡地、そうではないところ、そしてまた３年間という期間、そしてまた

1000万円という上限の問題とか、そういうのがあります。それから大規模返還

跡地の一体的整備が必要とされる状況が出てきた、これは平成14年以降米軍再

、 、編の話があって 沖縄本島中南部地域の大規模の基地跡地の話が出てきている

それに対応できないものが出てきているということです。それからあとは御承

知のとおり文化財調査だとか不発弾も返還後も頻繁に出てきているという状況

で、実際に不発弾確認のための負担というのは地権者が負担しているような話

になっているわけです。戦後処理の一環であるにもかかわらず、そういうのは

おかしいのではないのかという話が出ています。そしてまた、計画がおくれる

中で用地の先行取得というものは輪をかけて事業の実施をおくらせる。そして

固有財産の譲渡というのも、なかなか沖縄県の場合は私有地が多いということ

もあって、活用の仕方も難しいんですが、その実績が少ないという課題もござ

います。そういう整理をした上で、右側にあるように求められる必要な制度は

何かと。１つは返還前に文化財と環境調査を徹底してやるべきではないかとい

う話が１つです。そして今地主の中で不公平だと言われている給付金の取り扱

いの話、そしてまた実際に事業を実施をして収益を返すまでの負担をどう考え

るかと言ったときに、その期間の問題とかというものが給付金制度の見直しと

いう形で出てまいります。そしてまた、沖縄本島中南部都市圏というものは政

令指定都市に匹敵する大都市圏であるわけですが、その中で出てくる巨大な空

間、これをいかに今後の沖縄振興に資するような形で整備をしていくか、これ

だけの広大な基地跡地というのもなかなか例がなくて、これはまさしく基地の

成立の歴史から含めて国の責任としてやるべきだろうということを、国の事業

実施主体の設立というものを要望として出しております。さらにこれに伴うさ

まざまな市町村、地域の事業があるわけですが、これについて行財政上の措置

も必要だということを要望しております。それから、この基地跡地には何がし

かの国家プロジェクト、この国定公園なりあるいは公共交通機関であり、そう

いうものが必要ではないかということを要望の中に入れております。そしてま

た当然、これだけの基地跡地を整備するに当たっては国、県、市町村の調整機

関というものの設置が必要だろうと。これが今回くみ出した現時点での枠組み

となっております。この考え方は、まさにこの間、沖縄21世紀ビジョン、沖縄

振興計画等総点検という中で県議会、そして沖縄県振興審議会さまざまな意見

を踏まえながら整理をしてきたものと県では考えております。そしてまた、関
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係市町村、地主会を含めてこういう形でやってほしいという話がございました

ので、そういう意味では、県民が望む方向になるべく整理をして国に提案して

いるつもりでございます。

後から聞くことにします。それと、個別のことなんですが、○翁長政俊委員

基地の使用履歴情報は請求をして米軍から開示されてくればいいんですが、こ

の情報が出てきた段階で国が受けて国が対応するということになっているんだ

けれども、国だけに任せていいのかという問題になると、私はそうでもないだ

ろうと思うんです。県側もこれを分析する機関はないし、そういったところが

ないと。いわゆるしっかりとした県民目線の対応がおぼつかないのではないか

と心配を持っているんですが、これは県の中にも国と同等とまでは言わないけ

、 。れども 専門家を配置した機関みたいなものをつくろうと考えているんですか

現実に、今の段階でそこまでの議論が県内にあるわけで○川上好久企画部長

はないんですが、翁長委員が言われる御心配はもっともな話で、やはりそれを

スムーズな米軍基地跡地利用に持っていくための１つの考え方として、やはり

議論というものをしていかないといけないだろうと思います。

なぜかというと、いわゆる土壌汚染やさらには埋蔵文化財等○翁長政俊委員

といういろんな米軍基地跡地から出てくる、いわゆる私どもの認識では到底解

決できないような事案というのは出てくるだろうと思うんです。ですから、こ

こにはやはり専門家集団というのが必要ではないのかと。これは国の機関でき

ちんとやってくれればいいんだけれども、県としても主体的にこれをやるとい

う姿勢みたいなものがないことには、ある意味では手落ちがあったり抜け落ち

たりした部分を指摘して国に再度きちんとやれというシステムをつくっていく

ということが大事だろうと思うんです。そういうことですから、県もそういう

方向性を持ってこの事案に当たっていかないことには、今言う調査漏れとか、

後で供用開始が始まったら、なおさらまた問題が出てきたということが出てく

るかもしれないし、そのときに一義的に受けるのは県が受けて国にボールを投

げるという形になるだろうし、そういうのも含めて、そういう方向性というの

は確認できるんですか。

これは、翁長委員がおっしゃるとおりで話はよくわかり○川上好久企画部長

ます。ただ、基本はこれは国がやるべき話なので、そういうものを国に求めな

がらも、やはり今後の開発というものにおくれがないように、そしてまた県民
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の不利益にならないような形の対応というものを、やはり県としてどうするか

というものを、これから考えていきたいと思います。

ほかに質疑はありませんか。○当銘勝雄委員長

奥平一夫委員。

陳情処理方針の２番目の返還前の時点での米軍基地内土壌汚○奥平一夫委員

染調査、埋蔵文化財調査の日本政府の実施と米軍による受け入れ、これについ

て見え消しの部分を読ませてもらったんですが、これはどういうことで今削除

されているんですか。つまり、返還前の基地内土壌汚染調査の日本政府による

実施と米軍による受け入れについては、返還後に汚染物質の調査及び除去等原

状回復措置を講ずることになっていますと処理方針に書かれていて、今見え消

、 。しになっているんですけど これはどういうことで消されているんでしょうか

ここの部分は時点修正と理解をされていいかと思いま○川上好久企画部長

。 、す 現在９月の段階で国にこういう大枠という県の問題を示しておりますので

前回まではまだ動きのない段階で、現状についてこの中で回答を申し上げたと

いうことです。今回は、こういう現状の課題というものの整理をしながら、新

しい法律の中ではこうしてほしいということを、動きがございますので、その

ことを現状の処理方針の中で書いたということです。

それと、沖縄振興特別措置法の制定後、平成14年から今の期○奥平一夫委員

間までにこれが適用された米軍基地返還跡地というのはあるんですか。平成14

年から現在までの間に、いわゆる返還前に土壌調査をし、それを浄化をした事

業というのは実際あるんでしょうか。

資料３の３ページにもございますが、平成14年以降何カ○川上好久企画部長

所か返還されたところがございまして、例えば平成15年にはキャンプ桑江北側

地区、それから平成18年には嘉手納弾薬庫地区を含む一部、平成22年７月31日

。 、には泡瀬ゴルフ場というところがございます しかしながら現実の話としては

キャンプ桑江北側地区では地権者への引き渡し後、汚染物質が発見されて、再

度原状回復措置が行われている状況が実態としてございます。それから関係市

町村が申請をしているキャンプ瑞慶覧、これは宜野湾市とか北中城村、沖縄市

が要望をしているんですが、その跡地利用に係る基地立ち入りについて不許可

になっているという実態がございまして、そういう状況を踏まえた形で次の米
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軍基地跡地の整備の法律の中ではこういうことがやはりきちんとできるような

、 。形で ぜひやってもらえる仕組みを要望していきたいということでございます

今述べられた、地権者に返還される前に土壌の調査をして、○奥平一夫委員

土壌の浄化をしてきたと考えていいんですか。私が言っているのは返還後にい

ろんな汚染が出てきてやっているということではなくて、返還する以前に国の

責任あるいは米軍の責任において調査をして、土壌浄化をしたと考えていいん

ですか。今示した例は。

現在の沖縄県における駐留軍用地の返還に○古波蔵健企画調整課跡地対策監

伴う特別措置に関する法律では、返還前に返還実施計画というのを国が定めま

。 、す その中では蓋然性について調査をして必要な箇所を定めているわけですが

実際の作業は返還後に不発弾の処理ですとか土壌汚染の対策を土地の引き渡し

までに行うという制度になっております。

そういう制度になっていますではなくて、いわゆる返還が決○奥平一夫委員

まってからでも、国や米軍の責任において、受け渡しまでの間にきちんと調査

をし、汚染されている地区があればそれを土壌浄化をして引き渡すということ

になっているのではないですか。

返還前の原状回復措置、いわゆる土壌汚染○古波蔵健企画調整課跡地対策監

の対策というのはやっておりません。

つまり実効性がなかったと。いわゆる、せっかくこういう取○奥平一夫委員

り決めをしたにもかかわらず、それがなかなかうまくできなかったということ

ですか。

制度の中では、国は返還後に、それから土○古波蔵健企画調整課跡地対策監

地を引き渡すまでの間、その間の間に原状回復措置をするということになって

おります。

皆さんの処理方針においては、返還前の基地内土壌汚染調査○奥平一夫委員

の日本政府による実施と米軍による受け入れについて、返還前に国の責任で返

還実施計画を作成し―そうですね、失礼しました、そう書いています。わかり

ました。
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それではもう一点聞きますが、同じ２番目ですが、最後の行、汚染等に関す

る原状回復措置を徹底する制度の創設を国に要望していますと。この辺、具体

的な説明をいただけますか。

今回、現行の法制度における課題として、今説明をしま○川上好久企画部長

した基地内立入制限による調査のおくれ、それから返還された後のさまざまな

汚染物質の発生とか、そういうものの原状回復措置は徹底されていないという

ことを踏まえて、県の要望の中には返還前の埋蔵文化財、環境調査それから汚

染等に関する現状回復措置徹底の制度化をしてほしいということを項目として

上げております。

その徹底という文言が私も気になっているんですが、いわゆ○奥平一夫委員

る徹底するからには、国内の環境基準の法律を適用していくんですか。それと

。 、も米軍の環境基準を適用していくのか それとも新たに環境浄化基準を設けて

それを返還地主から不満が出ないような徹底した浄化基準をつくってやろうと

想定して、今これを徹底するという意味で制度をつくると、要請をすると書い

ているのですか。

先ほどの仲村委員の御質疑にもあったんです○謝花喜一郎企画調整統括監

が、返還合意されたものは国は引き渡しまでの間に実施計画をつくらないとい

けない、この実施計画には沖縄県における駐留軍用地の返還に伴う特別措置に

関する法律では返還に係る区域と予定時期、あとはその他政令で定めるものと

。 、 、なっているわけです この政令の中にどのように書かれているかというと 今

奥平委員御指摘のいわゆる汚染物質などについては、国が調査を行う必要があ

ると認める場合においてというような前置きがあって、蓋然性が高いと国が判

断した場合はやりなさいみたいな形になっています。法律から政令におろされ

て、さらに政令でも必要があると認められる場合と、何段階にもおろされてい

るんですね。こういったこと自体がこの制度の運用上の弱さの原因にもなって

いるのではないかと我々は考えておりまして、したがいまして我々が今回求め

る法制度には、こういった政令におろされているものをまず法律まで格上げし

てもらって、さらに必要があると認める云々ではなくして必ずやりなさいと。

土壌汚染防止法ですとか、水質汚濁防止法、それに起因するものは必ずやるよ

うにという義務的規定にやってほしいというような要望を具体的にはしていき

たいと思っておりますが、ただ具体的な国との調整はこれからでございます。
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終わりますが、現在まだ米軍・日本政府と沖縄県側が解決で○奥平一夫委員

きないキャンプコートニーのクレーン射撃の鉛汚染の件を覚えていませんか。

キャンプコートニーの鉛汚染、海域のヒジキが鉛汚染を受けているという事件

がありましたよね、覚えていませんか。

そういう意味で、県側でやはりまだこういう調査をしてほしいとか、そうい

う課題についてきちんと受け入れられるようなこともできるような法律の制定

なども含めてやっていただきたいと思います。そういう意味で、双方でまだ決

着がつかないでたなざらしになっているというような事例が幾つもあると思い

ますので、こういうことがないように、これからしっかりと法律の制定に向け

てもやっていただきたいという希望なんですが、いかがでしょうか。

今、奥平委員が言われるのは基地返還跡地という話では○川上好久企画部長

なくて一般的な環境の問題だと認識をしております。これについては、この資

料から見るところ県としても立入調査の要望をしているわけですが、この要請

については日米合同委員会になるということで、そこに話は持っていかれてい

るという状況にあるようです。環境問題についての対応というのは、基地返還

跡地の話だけではなくて、いろいろ多岐にわたると思いますので、その辺は関

、 。係部局とも連携をしながら 今後対応については研究していきたいと思います

ほかに質疑はありませんか。○当銘勝雄委員長

（ 質疑なし」と呼ぶ者あり）「

質疑なしと認めます。○当銘勝雄委員長

以上で、企画部関係の陳情に対する質疑を終結いたします。

次に、沖縄振興計画の総点検報告書について審査を行います。

なお、沖縄振興計画の総点検報告書につきましては、去る７月７日に開催さ

れた委員会において、企画部長の出席を求め、説明を徴しております。

また、沖縄振興計画の総点検報告書に対する本委員会のかかわり方について

は、去る７月21日に開催された委員会で審査したところであります。

その際、各委員から示された主な意見といたしましては、１ 沖縄振興計画

の総点検報告書に対する本委員会での審査を行われたものとの立場に立って、

成案として同報告を位置づけるべきであること。

２ 沖縄振興計画の総点検報告書を踏まえた新たな計画や法制定に対する提

言を可能とするため、同報告書を委員個々で精読後、後日改めて委員会を開催
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して十分な審査を行うべきであること。

３ 沖縄振興計画の総点検報告書の審査に当たっては、総論・各論的な部分

を分けるなど議論の順序や方法を整理した上で、審査を行うべきであること。

４ 沖縄振興計画の総点検報告書の審査に当たっては、まず初めに総論とし

て、４次にわたる沖縄振興計画の総括、高率補助制度の効果及び今後のあり方

を行うべきであること。

５ 新たな沖縄振興に向けた基本的な考え方（仮称）等に、本委員会の意見

、 、を反映させるため 委員長が私案としてスケジュール案や枠組み案等を作成し

委員に提示し審査を進めるべきであること。などでありました。

以上の意見等を踏まえ、本日は４次にわたる沖縄振興計画の総括、高率補助

制度等の効果及び今後のあり方等いわゆる総論部分を中心に審査を行いたいと

存じますので、各委員の御理解と御協力をお願いいたします。

なお、企画部長の説明は省略することといたします。

これより、沖縄振興計画の総点検報告書について質疑を行います。

なお、質疑・答弁に当たっては、挙手により委員長の許可を得てから行い、

重複することがないように簡潔にお願いいたします。

質疑はありませんか。

（ 質疑なし」と呼ぶ者あり）「

質疑なしと認めます。○当銘勝雄委員長

以上で、沖縄振興計画の総点検報告書について質疑を終結いたします。

次に、駐留軍用地跡地利用に関する新たな法制度提案の基本的考えについて

の審査を行います。

なお、駐留軍用地跡地利用に関する新たな法制度提案の基本的考えにつきま

しては、去る９月17日に開催された委員会において、企画部長の出席を求め、

説明を徴しておりますので、企画部長の説明は省略し、これより、直ちに駐留

軍用地跡地利用に関する新たな法制度提案の基本的考えについての質疑を行い

ます。

なお、質疑・答弁に当たっては、挙手により委員長の許可を得てから行い、

重複することがないように簡潔にお願いいたします。

質疑はありませんか

（ 質疑なし」と呼ぶ者あり）「
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質疑なしと認めます。○当銘勝雄委員長

以上で、駐留軍用地跡地利用に関する新たな法制度提案の基本的考えについ

て質疑を終結いたします。

次に、新たな沖縄振興の必要性について審査を行います。

ただいまの議題について、企画部長の説明を求めます。

川上好久企画部長。

それでは新たな沖縄振興の必要性について御説明いたし○川上好久企画部長

ます。

資料５をごらんいただきたいと思います。

復帰後40年にわたる沖縄振興は社会資本の充実、そして産業分野では観光、

ＩＴなどで成果を上げたものの、県民所得や雇用、離島や跡地利用など今後も

取り組むべき課題が残されている。一方、地域主権改革の進展により、地域振

興の手法においては、一括交付金や権限移譲による地域の主体的な取り組みが

求められていると認識しております。

このような中、沖縄県では、県民が望む将来像を描く基本構想として、本年

３月に沖縄21世紀ビジョンを策定しました。

この沖縄21世紀ビジョンを実現するため、沖縄県では、経済的自立や島嶼性

の克服に向けて取り組むとともに、日本とアジア諸国との交流に貢献し、我が

国のさらなる発展に寄与する地域としての役割を積極的に担っていくべきと考

えております。

このため、沖縄において、我が国の発展に資する各種施策の先行実施や、地

域独自の政策の実現が可能となるような、沖縄振興特別措置法にかわる、下記

内容の新たな沖縄振興の枠組みを構築することが必要であると考えているとこ

ろであります。

新たな沖縄振興の必要性について御説明いたします。

資料５の１ページをごらんください。

、 、新たな沖縄振興の必要性について 沖縄県としての基本的な考え方について

８月30日に前原前沖縄及び北方対策担当大臣へ、９月９日に沖縄振興審議会、

９月10日に沖縄政策協議会へ御説明させていただいております。

その中で、現在の沖縄振興特別措置法にかわる、新たな沖縄振興の枠組みに

ついて、１ページの記に示した４つの項目が必要と申し上げたところです。

前原前大臣からは、沖縄振興に関する国と沖縄県の協議の場の設置や、跡地

、 。に関する新たな法律の制定の検討について 取り組みたいとの話がありました

政府においては、沖縄政策協議会に沖縄振興部会を設けて、新たな沖縄振興
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について協議していくとのことになっております。

次に資料の２ページをお開きください。

復帰後40年を経た今、新たな法律の制定を求めるのは、沖縄県が真の自立を

果たし、日本と東アジアを結ぶ経済、科学技術、文化、芸能の交流拠点となる

ことを目指すためであります。

新たな沖縄振興が必要な主な理由としては、１ 社会資本整備の進展は一定

の水準に達したが、経済の自立や離島の振興等のための新たな手法での取り組

みが必要なこと。

２ 戦後27年間の米軍占領や、以前として続く過重な基地負担、広大な海域

、 、 、 、に散在する亜熱帯の島嶼地域であることなど 沖縄の地理的 歴史的 文化的

、 。社会的な特殊事情は 日本の他地域とは異なる地域特性として残っていること

３ 広大な海域に散在し、道路網、鉄道網で結束している本土と比べて、全

国一律の政策効果が発揮されにくいことから、地域の特性を踏まえた異なる政

策・施策が必要なこと。

４ 地域主権改革の進展により、これを踏まえた地域振興を進めていく必要

があること等があり、沖縄県としましては、人口の増加による活力のある地域

として、今後の日本の成長と東アジアとの交流に貢献していきたいという、意

志を持っております。

また、日本の新成長戦略に、沖縄県として主体的に参画し、日本の発展の一

翼を担っていきたいとの気概を持っております。

次に資料の５ページをお開きください。

新たな沖縄振興の枠組みの概要については、おおむね次のように考えており

ます。

１の沖縄振興特別措置法にかわる新たな法律の制定については、アとして沖

縄21世紀ビジョン基本計画への支援、イとして協議の場の設置、ウとして一国

二制度の地域振興、エとして離島定住支援、オとして交通・物流コストの抜本

、 。低減 カとして沖縄振興開発金融公庫の存続を主な項目として求めております

次に資料の６ページをお開きください。

２の沖縄振興一括交付金の創設による自由度の高い財源措置については、政

府が６月に閣議決定した地域主権戦略大綱において、平成23年度から導入する

とされており、沖縄県としましては、予算の総額確保と一括計上方式の継続を

前提に、沖縄独自の沖縄振興一括交付金（仮称）を創設することを、去る８月

６日に前原前沖縄及び北方対策担当大臣、及び原口前地域主権推進担当大臣へ

要請したところです。

沖縄県では社会資本は一定水準まで整備されてはおりますが、まだ、那覇空
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港の沖合拡張などの産業基盤の整備は必要です。一方で、沖縄振興予算に関し

ては公共事業費の削減と連動して半減しております。今後の新たな産業基盤整

備のために必要な予算の確保と、産業振興への展開のため、使途の自由度の高

い沖縄独自の一括交付金の導入が不可欠と考えております。

次に資料の７ページをお開きください。

３の駐留軍用地跡地利用推進法（仮称）の制定については、沖縄に戦後65年

、 、間基地が置かれ続けてきたこと 基地が存在することによる経済的発展の阻害

米軍再編による嘉手納基地より南の大規模な基地返還に対応し、全面的に国の

責務による対応のため、駐留軍用地跡地利用推進法（仮称）の制定が必要と考

えております。

８ページの４の過重な基地負担軽減に関する抜本的な取り組みについては、

今後も沖縄に米軍基地が存在し続けることによる、事件、事故、騒音、環境等

の被害や、基地や訓練の負担の軽減については、実効性があり目に見える対応

を具体的に示していただきたいと考えております。

以上でありますが、委員の皆様においては、今後の沖縄振興について、新た

な状況も踏まえて御支援、御検討のほどよろしくお願い申し上げます。

企画部長の説明は終わりました。○当銘勝雄委員長

これより、新たな沖縄振興の必要性についてに対する質疑を行います。

なお、質疑・答弁に当たっては、挙手により委員長の許可を得てから行い、

重複することがないように簡潔にお願いいたします。

質疑はありませんか。

上里直司委員。

新たな沖縄振興の必要性について質疑をさせていただきま○上里直司委員

す。私は次の新たな沖縄振興を県民にも開かれて議論を進めるべきだろうと思

っていますし、その意味でも県議会が果たす役割は大きいだろうと思っている

んです。その意味で１つだけ苦言を呈したいんですが、この資料はきょう10月

12日に出されていますよね。実はこれは９月９日に政府の沖縄政策脅威会の前

に行われた沖縄振興審議会で説明されているんですよね。この間に県議会があ

ったわけなんです。恐らく今回の県議会でも、新たな沖縄振興計画に関する質

疑というのは集中したわけであって、随分と関心が高かったんですね。そして

ようやくこの特別委員会に出てきたんですけれども、私はこれを９月９日のそ

の時点で出せとは言いませんけれども、せめて県議会が開かれる前に県議会に

提出するなり提示をしていただくなり、県民にこういう形で説明するんだとい
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うようなことをぜひやっていただきたいと思うんです。この間のことについて

少し御説明いただけませんでしょうか。

今言われる件につきましては、先の代表質問・一般質問○川上好久企画部長

でもかなりの質疑がございまして、その中でるるお答えをしてきたところであ

ります。県としては、ここにあるまとめた考え方というものについては、基本

的には、例えば個別には駐留軍跡地とかというものについては御説明をしてき

てまいりましたし、一括交付金もそのとおりでございます。それからまた沖縄

振興特別措置法にかわる新しい法律の制定というのは、まさにこの間、沖縄振

興計画等総点検、そして沖縄21世紀ビジョンの議論の中で、県議会の中でもさ

まざまな御意見等を踏まえた形で整理をさせてもらったと思います。ただ、こ

のような形で整理したものをきちんともう少し周知すべきではないかというこ

とについては、改めてそういう形で進めてまいりたいと思います。

ここまでまとまっているものを、私もこれは沖縄振興審議会○上里直司委員

のホームページで拝見をしたんです。そして皆さんが答弁したものは、ほとん

どこれに書いていたんです。そうであれば、県議会が開会される直前に予算や

議案の説明をやっている場があるわけですから、そういう機会にでも出してい

ただければ皆さんの方向性がわかるから、さらに突っ込んだ議論が展開できる

のではないかと思っていて、もう少し皆さんのよい取り組みというか、積極果

敢に取り組んでいるのも高く評価をしていますので、それを広くわかるように

、 。やっていただきたいということを まず冒頭に申し上げたいと思っております

それで、沖縄振興特別措置法にかわる新たな法律の制定という部分に少しフォ

ーカスして質疑をしますが、これは今県でこれにぴったりと当てはまる法律の

名前というのはあるんですか。

まだ、きちんとした名前は県として意見の一致を見たも○川上好久企画部長

のというのはございません。ただ、新聞報道等でいろいろ出ましたけれども、

沖縄基本法だとか沖縄法とかいろいろございましたが、これはまだまだ庁内で

議論された話ではないので、これからまず中身を詰めていくことが重要だと思

いますので、それを整理する中で法律の名称についても考えてまいりたいと思

います。

多分、中身を精査するというところにも本来的な問題意識が○上里直司委員

必要なんだろうと思っているんです。というのも、1972年に本土復帰をして昭
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和47年に策定された法は沖縄振興開発特別措置法なんですよね。それが沖縄振

興計画や沖縄振興特別措置法という名前に変わってきて、国や県もその時代時

代に合わせた名称をつけているわけなんです、変えてきたわけなんです。それ

は中身を詰めてからではなくて、時代がこうであるから名称というのが出てく

るはずですから、その辺の基本的なことはやはりもっと詰めるべきだろうと思

うんです。その中身を詰める前の問題意識です。そこで、少し飛ぶかもしれま

せんが、私はずっとこの特別委員会でも沖縄21世紀ビジョンを県がつくり策定

したと、それをどうやって推進するかというところで今回の県議会の中でも10

年を一次とする計画を出すと。そうすると、沖縄振興計画そのものが本当に必

要なのかどうかということについて、現時点での皆さんの見解をお聞かせいた

だけますでしょうか。また、どういう議論が出ているかということについても

お聞かせいただけますでしょうか。

そこはまずまさしくポイントでございまして、復帰後40○川上好久企画部長

年にわたる沖縄振興というのはなぜ行われる必要があったのかと。これは今回

一般質問でもございました。沖縄振興開発特別措置法それから現沖縄振興特別

措置法でも、どういうふうに書いてあるかですが、沖縄の特殊事情にかんがみ

てという言葉がございます。いわゆる歴史的事情、自然的事情、地理的事情、

社会的事情と言われていまして、歴史的事情は26年間の米軍施政下にあったこ

と。そして地理的・自然的な特性と、社会的事情というのは今日なお、そうい

う基地を過重に抱えているというものを総合的に勘案する中で、沖縄振興計画

というものが策定され、それに基づいて沖縄振興が行われるという歴史がある

わけです。そうしますと、今日次の10年間を同じような理屈でやっていくべき

か否か、これは実は沖縄県振興審議会でもいろいろ議論がございましたけれど

も、これについては県の整理としては県議会の議論、それから沖縄県振興審議

会の意見などを総合しながら、この資料の２ページの２におおむね整理をした

つもりでございます。ここにありますのは、確かに格差是正という形の社会資

本の整備は一定程度終了しつつある、というか一定の格差是正の部分について

は形としては実現しつつある。しかしながら産業振興・雇用・教育・福祉の分

野については、むしろこれまでの社会資本整備に非常に有効に働いた高率補助

制度にかわる新しい仕組みが必要ではないかというのがあります。このことを

今の沖縄社会も求めているんだろうということでございます。そしてまた２点

目に特殊事情といわれる部分については、依然としてこれは日本の他の地域と

は異なる地域特性として残っている。確かに26年というのは遠くはなっていく

わけですが、依然として地理的あるいは自然的、社会的な事情というものは今
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日なお色濃く残っているということです。それから３点目、非常に重要なんで

すが、第１次から第３次までの沖縄振興開発計画の世界というのは、もっぱら

ダムをつくり道路をつくり空港をつくり、学校をつくっていく、そして病院を

つくっていく。人々の県民の生活にかかわる部分をやはり中心にやってきたと

いう部分があったと思います。そして第３次の沖縄振興開発計画の途中からよ

うやく観光だとか特別自由貿易地域の制度だとか、いわゆる産業振興というも

のの施策が入り始める。そして、今回の沖縄振興計画は民間主導型の自立的経

済の確立というものを標榜して今日まで来ているわけですけれども、それはま

だ道半ばと言わざるを得ないというのが、この間の見解それから沖縄県振興審

議会での議論の総括だったと思います。そういうものを、ではなぜそうなのか

ということを考えてきたときに、沖縄というのはやはり道路網鉄道網で結束し

ている本土とは若干違うのではないかと。例えば、昨年経済対策として１兆

2000億円のエコポイントというのが発行されているわけですね。それは何を言

っているかというと、テレビを買うとこれがついてくる、自動車を買うとこれ

がついてくる。ではテレビはどこでつくるのか、自動車はどこでつくるのかと

いったら、実はこれは全国津々浦々に自動車のパーツ工場があったり、液晶の

工場があったりするわけです。そういうものを打てば、全国の製造業の工場が

やる気に火をつけ始める。では沖縄はそういうものがあるかというとそうでは

ない。これに類する話が実はあるのではないかというのが、沖縄振興計画等総

点検の中での１つの議論でございました。そういう意味では、やはり我々が持

っている地理的特性というものを考えてみたときに、全国一律の政策資源とい

うものが沖縄に浸透しない、それゆえに沖縄の地域特性に合わせたような形の

産業政策というものが必要ではないかという議論が、ここは１つ大きなポイン

。 、トになろうかと思います それから４点目は海域に散在する島嶼地域である話

そしてあと、やはりこういう沖縄を振興することが国民的な認知を得られるた

めに何が必要かというのは、沖縄が発展することが結局は国民国家に益すると

いう形がないといけないというのがあろうと思います。では沖縄が貢献できる

ものは何なのかというのが３ページの５番目と６番目に書いてございますが、

１つは全国でほぼ地方では唯一と言っていいほど、人口の増加する活力ある地

域です。そして、成長する東アジアに近隣する。そういう意味でやはり我が国

と東アジアを結ぶ結節点に沖縄はなり得るという県民の意思を示していく必要

があろうかと思います。あと６点目は亜熱帯島嶼という沖縄の地域特性、こう

いうものを生かして、そのノウハウを地域特性が類似するアジア太平洋の島嶼

地域に貢献をしていける、国家として貢献をしていける、そういう地域でもあ

るだろうと。そういうことを、２ページの①から３ページの⑥までるる整理を
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して、これを説明してきたところでございます。

御丁寧に説明していただいたんですが、私が言っているのは○上里直司委員

多分これは我々もとかく陥りやすいんですが振興計画と法との関係というのが

少し混在しているようなお話だったと思うんです。沖縄振興計画は、沖縄振興

特別措置法の第１条の目的の中に書かれているもので「沖縄の総合的かつ計画

的な振興を図り」云々なんですね。そして法に基づいて計画がつくられるもの

なんですが、既に沖縄県はみずからで地域政策、地域振興策をつくったわけな

んです。そして沖縄21世紀ビジョンの１次計画、２次計画というのは、ポスト

沖縄振興計画の計画年限にも当てはまるんです。国の関与が必要ではないと言

っているわけではないのです。新たに沖縄振興計画をつくる必要があるのかど

うかというのは、皆さんが今進めている沖縄21世紀ビジョンの第１次計画があ

れば、今までの沖縄振興計画というのは不要になってくるのではないでしょう

かという質疑なんです。そこを簡潔に答えていただけますか。

これも本会議で質問があって上原副知事がお答えをした○川上好久企画部長

と思います。県は初めてのビジョンをつくる、それに基づく基本計画をつくる

、 。 、ということを明確にして これまで作業をしてきているわけです そのことは

これまで沖縄振興開発特別措置法の中で県知事が原案を策定して、内閣総理大

臣が決定をするというスキームにはなじまない話になるんです。ところが、県

、 、としてはやはり地域主権という大きな流れの中で 初めてビジョンをつくって

全国で唯一まだ総合計画を持っていないわけですが、それをつくると。しかし

ながら、国の関与というものを当然まで必要とされている。そのことは先ほど

私が説明した理由であるわけですが、それを法律の中で県が策定をする計画の

中に位置づけられる施策について支援をしてもらうような形の仕組みにしてほ

しいというのが県としての要望です。ただ、これを国計画として位置づけなけ

れば支援ができないという議論ももちろんあるわけですね。そしてまたもう一

つは、北海道などは国計画と道計画と２つある、このことは上原副知事が一般

質問で答弁をしておりました。その辺の整理はなお残るという話ですが、いず

れにしても県は基本計画をつくるという基本的な考え方を持って作業を今進め

ております。そして、そのことについて法律でもって支援をしていただきたい

と。これまでの構図と若干違ってくるかもしれませんが、そういう考え方を持

っております。

誤解のないように何度も申し上げますが、沖縄振興に関する○上里直司委員
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国の責任を否定しているわけではなくて、それはもっと後押しすべきだろうと

は思っているんです。そして、その振興に関しての新計画は国が決定するとい

う今スキームなんですね。ですから、そこが沖縄独自のものとそれを支援する

関係という形になると、当然新たな法の問題にも係るわけです。そこを言いた

いわけで、そこは指摘だけしておりますが。そもそも沖縄21世紀ビジョンその

ものも新たな法律に盛り込まないといけないぐらいのものになってくるのでは

ないかと思うんです。そこは指摘をしておきますが、それぐらい新たな法律が

実は結構かぎを握ってくるのではないかと思っているんです。そこで、本会議

でも県知事に質問をしました。今回の沖縄振興の必要性について述べられてい

るとおり、駐留軍用地跡地利用の推進法を策定することによって、沖縄振興特

別措置法の中に盛り込まれている条文や、その関係法令というものを１つにす

、 。 、るという形で さらにそれを恒久法でやるとおっしゃっているんです そして

この間―先日も経済労働委員会で泡盛等の酒税の軽減措置の延長という陳情を

採択しましたが、もう40年近くわたっているのに特別措置が必要な状況という

のは、ある意味沖縄振興の恒久的な枠組みが必要ではないかと。要するに10年

のスキームでは足りない部分があるのではないかという議論が出てきてもおか

しくないと思うんです。それで、もう多分答えにくいと思うんですが、今恒久

法という議論を恐らくされているのではないかと思うんです。その恒久法とい

うのは、沖縄振興特別措置法にかわる新たな法律の恒久法ということが可能な

のかどうか。そして県知事が答弁で言っていた恒久法にすれば少し薄くなる部

分も出てくるかもしれないという話もされていましたが、県知事がおっしゃっ

ていた薄くなる部分ということを、企画部長は今の議論の中でどういうふうに

まとめられていらっしゃいますか。

恒久法、それから時限立法ということで細かく議論が庁○川上好久企画部長

内にあるわけではないんですが、県知事が言われた話の前に一般的な考え方と

して今申し上げるのであれば、時限立法の場合はその時代時代の状況に合わせ

て、それがリニューアルされていく、そういう中で課題を取り入れた形で濃密

なものができる可能性がある。一方で恒久法となると、やはり柔軟性に欠けて

しまうのではないかと。そういうことを申し上げたのかと思います。

最後なんですが、これは全く私の私見なんですが、私はもう○上里直司委員

恒久法にすべきだろうと。薄くなるかもしれませんが、今現在のように１府10

省庁がかかわって法律や政令や条文などをつくられていますけれども、今、企

画部長が言うようなことというのは、逆にそのときに定められたものが、足か
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せとなってなかなかそれ以外のものが要求できなくなっているわけなんです。

先ほど企画部長がおっしゃった政府の経済対策における中での住宅エコポイン

トというのは、私も本会議でも取り上げましたけれども、ああいう景気対策と

か景気対策に係る交付金などが、沖縄の事情に合わないような形で交付されて

、 。 、いたりとか 景気対策が打たれているわけなんです そういうことについても

一つ一ついちゃもんというのか沖縄の特殊性を主張しないといけないのに、こ

れがあるでしょうと言われているわけなんです。ですから、私は確かに時限立

法のほうがいい部分もありますから、そこの部分をやはり議論しながら常に沖

縄県が新しい法律ができたときに、または既存の法律を改正するときでも、そ

ういうときに口を出す沖縄条項を一文でも差し込めと、沖縄に合うような形で

法律や政令が実施できるような形にしろという、何らかの担保をどこかで入れ

ないと、企画部長が言っている時代時代の変化というのに対応できないのでは

ないかという危惧を持っていて、そこはぜひ時限立法ではなくて航空的に入れ

るべきだろうと私は考えておりますが、最後にそのことについてだけの見解を

お聞かせいただけますか。

これから法律の中身を整理する中では、そういう議論も○川上好久企画部長

また含めてやっていきたいと思います。ただ、今回この法律のあらあらの中身

の要望の中に、協議の場の設置ということを１項目入れておりまして、沖縄に

係る制度・法律については、やはり沖縄県の意見を聞いてもらうような仕組み

ができないだろうかということも、今上里委員が言われるような意味合いで整

理をさせております。

ほかに質疑はありませんか。○当銘勝雄委員長

照屋守之委員。

この目的なんですが、私は県民の新しい法律のもとにまた振○照屋守之委員

興をもっと促進してほしいという、これは余り異論はないんですが、本土の側

からすると、この目的そのもの自体をもっと明確にしないといけないのではな

いかと思っています。例えば沖縄21世紀ビジョンというのは沖縄県の都合でし

ょう。そういうことで特殊事情はあるにしても、例えばこれだけやってきまし

たということがあるでしょう。ですから、例えばここにもう少しこの３番の日

本の成長と東アジアとの交流に貢献とか、日本の中で沖縄県がどう果たしてい

るかというのを明確にする必要があるのではないかと思うんです。ですから私

は基地の問題もいろいろと議論があるけど、この日本の安全に沖縄県が貢献し
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、 。てきたとか そういうものも目的の中に入れていいのではないかと思うんです

どうですか、これはどういう形で表現しているのですか。

、 、○川上好久企画部長 今照屋委員が言われる話は 安全保障にかかわるような

貢献にかかわるような、そういう話になろうかと思います。沖縄振興特別措置

法の世界では、これまでそこには触れたことはございません。ただ、現実の問

題としてそういう役割になっているという考え方も、やはりこれは論者によっ

ては当然あるわけでございまして、また現実の問題として世界の国々がやはり

国家というもので画されている中では、沖縄県は東西1000キロメートル、南北

400キロメートル、これは本州の３分の２を占める広大な海域で、東アジアの

中では領海・領空を画する地域として存在しているということも意味はあるん

だろうと思います。それが、例えば海洋資源だとかさまざまな効果として権益

に寄与している部分があろうかと思います。そこのところは、何がしかの意味

合いというものは整理をして議論をしてみる必要はあろうかと思います。

ですから、もうここまで来ると30年の沖縄振興開発計画でし○照屋守之委員

ょう。そして10年の自立型経済に向けての沖縄振興計画でしょう。そして今後

またどうやっていくかということですから、やはり日本を守っているのは沖縄

県だぐらいのものがないと、政府に対しても堂々とそういう要求なんてできな

いと思うわけですよね。ですから、こういうのをどうするのか。私は政府サイ

ドもやはりそういう基地の負担とか沖縄県が背負っている、日本を守っている

んだというものがあるから、こういうものについても検討するというものは出

てくると思いますよ。もしそれがなければ、40年もやったのにもういいのでは

ないですかという、もう既にそういう議論もあるというんだけど、ですから今

までは沖縄県は大変だねという思いでやってきた部分を、少し堂々と沖縄県が

果たしている、日本の中で沖縄県が果たしている役割みたいなものも明確に打

ち出してやる必要があるのではないのかと思うわけです。沖縄科学技術大学院

大学も、沖縄振興の１つでとらえてもらっては困るわけですよね。世界のナン

バーワンの部分を、日本の科学技術もトップ、あるいはこれが世界に貢献する

という位置づけですからいいわけでしょう。ですから日本の科学技術に貢献す

るという位置づけで、我々はこういうものもやりますというものを、もっと明

確にする必要があるのではないかと思います。どうですか。

貢献する地域であるというものの視点は、いろんな面か○川上好久企画部長

ら検討してこれを打ち出していく必要はあろうかと思います。沖縄科学技術大
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学院大学もしかりですし、先ほど申し上げましたアジアと日本との交流拠点で

あったり、またはアジア太平洋の島嶼国の面からの貢献ができる。そして今、

基地との関係でいいますと特殊事情という形でずっと整理はされてきた部分で

あろうかと思います。その辺を総合的に整理をし直して、なぜ今後沖縄振興が

必要なのかという議論を整理をしてまいりたいと思います。

ですから交渉の時は、沖縄県は日本の安全を守っている拠点○照屋守之委員

だという、そういうものでビシッと言わないと。ですからあなた方も考えてく

れということをやらないと。そして基地の問題があってそういう課題があるよ

ね。これはもちろん解決しないといけないでしょう。この実態は現実なんです

よね。ですから日本人のあなた方も考えないといけないよということを突きつ

けていいわけですよ。日本は我々が守っているんですよと言い切らないと。

それと同時に一括交付金、これは私まだわからないんだけど、皆さん方はこ

れをどういうイメージでこういうことを要求しているんですか。国もまだ定ま

ってないですよ。こんなのを根拠もしっかりあなた方は示してこういうのを要

求していかないと。これは国だって非常に右往左往しているのではないの、め

どづけはどうなんですか。

これは、むしろ県が求めているというよりは、国―政府○川上好久企画部長

の方針として地域主権戦略大綱の中で投資的経費については平成23年度から、

その他の経費については平成24年度からという方針を打ち出しているわけで

す。やはり県として一番恐れているのは、これがオールジャパンの制度になっ

て、配分基準でもって一様にやられたときには、一般的によく使われる基準、

これまで地方交付税とかで使われた基準は面積とか人口というものが使われま

す。それ以外に、日本の夜会で今問題になっているのは高齢化という話で高齢

人口とか、そういものは、沖縄県にとってはなかなかな厳しい基準になると。

そういう意味では、そういうことにはならないように県としては一括計上され

ている総額を確保したいということが１つ、もう一つ自由度の高い使い方がで

きるようにというのは、まさに地域主権戦略大綱でいっている話で、そのこと

は当然それで県としても要望したいと、そういうことを申し上げているという

ことです。

ですから要求するときに、要するに予算なんていうのは一つ○照屋守之委員

一つの省庁の根拠があって積み上げて、それを沖縄県のトータルの中でやって

いますよね。そのときに、これを一括と言ったって、これの根拠があっての予
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算ですから、これの根拠がないものをどうするのかと国もまだ迷っているんで

すよ。ですからそのときに要求する側が、これはあなた方国の方針ですよとい

うことで、我々も投げますかという話なんですよ。ですから自分たちがある程

度イメージをして、こうしなさい、こういうものにしなさいという案を持って

おかないと、国がやりますと言っているから我々もそれを要求しますというこ

とでは話にならないのではないのかと思うんです、私は。どうですか。

今の話も非常に重要な部分だと思います。そういう制度○川上好久企画部長

設計については、今回の予算編成に際して国は示していくというわけですが、

この流れを見ながら県として言うべき必要があれば、それは申し上げていきた

いと考えております。この間の沖縄振興計画等総点検、そして沖縄21世紀ビジ

ョンの策定の中では、なお今後の沖縄の地域振興に必要な課題というのは山積

をしているわけでございまして、それに必要な資金というものを、どう確保し

ていくかというものを考えてまいりたいと思います。

休憩いたします。○当銘勝雄委員長

午後０時１分 休憩

午後１時26分 再開

再開いたします。○当銘勝雄委員長

午前に引き続き、質疑を行います。

ほかに質疑はありませんか。

渡久地修委員。

私は簡潔に基本的な点だけお聞きしますけれども、新たな沖○渡久地修委員

縄振興を求める理由の２の新たな沖縄振興が必要な理由の②について、先ほど

の企画部長の答弁で、いわゆる40年もやってきたということで戦後処理の問題

、 、とかその辺 もう終わったかのような印象を与えるように受けとめたんですが

、 、ここに依然としての過重な基地負担とかは書いてあるけれども 沖縄戦の問題

私は沖縄戦の問題は絶対避けて通ってはならない問題だと思うんです。戦後65

年たっているけれども、65年でいえる問題ではないと思うんです。15万人が亡

くなったわけですよ。そして県土が全部焦土と化して、そこで産業基盤が全部

破壊されて、例えば農業は当時産業構造では80％だったが、この戦争によって

一気に20％まで落ち込んでいくんですよね、破壊されて。そういったものもあ
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るし、15万人が命を奪われて今なお一家全滅などで2660筆の所有者不明土地も

まだ抱えているわけですよね。そういう意味では、私は65年ではあの戦争の傷

跡は全然いえないと思うわけですよ。不発弾も今ぼんぼん出てくるでしょう。

ですからあの戦争の戦後処理の仕事というのは、まだまだ道半ばだと思うんで

す。そういう立場がこれからは抜けているのではないかと思うんです。ここは

大きな柱として、これは政府がもう65年たったからいいのではないかなどとど

うのこうの言う人がもしいたら、とんでもないと言って沖縄県側が強く主張し

なければならない問題だと思うんだけど、この視点がここから全く欠けている

のではないかと思うんだけど、その辺どうでしょうか。

復帰後４回の沖縄振興特別措置法、従来は沖縄振興開発○川上好久企画部長

特別措置法だったんですが、この根拠になっているのは４つだということを申

し上げました。この歴史的事情、そして今の戦後27年間の米軍占領というのは

そのことですね。そして過重な基地負担というのは社会的事情として言われて

いる。そして広大な海域、地理的事情、そして亜熱帯の島嶼地域これは自然的

事情として、この４つの事情を特殊事情として踏まえて、沖縄振興計画を策定

をして、それに基づく事業を実施をしてきたと。そのことはこの２番の中に入

れてあります。

皆さんは、この沖縄戦は沖縄の歴史的な事情ということで、○渡久地修委員

これで済ますということですか。

法律の中に、そういう歴史的事情と打たれているという○川上好久企画部長

ことを申し上げたわけです。

私は、この沖縄戦の問題は歴史的事情ということで、あいま○渡久地修委員

いな表現にしないで、例えば皆さんが出した資料－３駐留軍用地跡地利用に関

する新たな法制度提案の基本的考え検討資料の13ページ、ここにはまた、これ

も十分か不十分かは別として、ここの①に「沖縄県が最前線基地及び本土決戦

の防波堤と位置づけられて、全国で唯一の一般住民を巻き込んだ悲惨な地上戦

が展開された結果」というのがあるわけですよね。ここではこれを明確にして

はいるんです。ですから、私は沖縄振興の新たなものをやっていく上でも、こ

の沖縄戦の記述というのを単なる歴史だけにということで一くくりにしてはい

けない問題だと思うんですが。復帰のときの沖縄振興開発特別措置法の国会で

の説明も、唯一地上戦を体験した沖縄県民への償いの心とかというのはあるわ
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けですよね。その趣旨というのを私は明確にしたほうがいいと思うんです。こ

の歴史的事情とか何とかで一くくりにしないで。この歴史的事情と一くくりに

するとあいまいになってくるので、ここの中に27年間の米軍占領、依然続く過

重負担というのは書いてあるけど、この沖縄戦というのはあいまいにしている

んです。それはどうでしょうか。

今、渡久地委員が言われる趣旨は当然この中に含まれて○川上好久企画部長

いる話だと理解をしております。法律の表記は必ずしも細かく書かれてはない

わけですが、連綿として沖縄の特殊事情として認識されている理由の１つであ

ります。そして説明をしていくときに、そういうものを入れるかどうかについ

ては、今の御意見も含めてまた再度整理をさせていただきたいと思います。

もうこの問題は終わりますけれども、沖縄にとっては沖縄戦○渡久地修委員

というのは65年で傷がいえるものでは絶対にないので、絶対に歴史的事情だと

かということで単純化しないで、きちんと明確にここは記述すべきで、新たな

沖縄振興を求める理由の中の大きな柱は、私はこれだと思うので、これをもう

65年たったから、４回もこういったのがやられてきたから次のものではどうか

ということで、私たちが一歩引いたらだめだと思うんです。ですから、私はこ

の問題を明確にきちんとすべきだということを指摘しておきたいと思います。

それからもう一つ確認ですが、資料５の５ページの沖縄振興一括交付金とい

うものなんですが、これは先ほどもありましたがどのような形なのかという点

で、今一番私が心配しているのが、この前の民主党の代表選挙で、財源確保の

ために一括交付金をやって、それによって財源を生み出すとか何とかというの

があったような感じがするんですが、いわゆる地方交付税みたいになって結果

的には措置されていますよと言うけれども、結局計算上は措置をされていると

いうけれども総額がどんどん削られていって、先細りするということになって

しまうのではないかという懸念はあっちこっちから指摘されていますよね。そ

の辺との兼ね合いは皆さんどうなんでしょうか。

、 、○川上好久企画部長 一括交付金については 全国知事会等の立場は基本的に

やはりひもつきの補助金から自由度の高い交付金化については賛成をするとい

う立場です。ただその場合にあって、今、渡久地委員が言われるような形で、

以前の三位一体の改革のような形での歳出削減の手段にされるのは困るという

考え方です。そして県として要望している中で、我々が何よりも強く主張して

いるのは総額を確保するんだと。そして、自由度の高い使い方ができるという
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ことは当然全国知事会と同じようなスタンスでいると。ただ、その総額は必要

。 、 、だということを主張しているわけです そして全国の 地方六団体においても

今、渡久地委員が懸念されているようなことがない形を要望しております。

ではこの総額を確保するんだと言うんだけれども、確保する○渡久地修委員

のはどこですか。県が確保するの、国が確保するの。

要するに、沖縄振興に必要な金額の総額を確保するとい○川上好久企画部長

う話で、これは予算というのは国の予算であるわけですから、国のどこかで確

保しなければいけない。そしてそのことが県全体に使えるような形にしたいと

いうことでございます。

ですから、これは確保するのはあくまで国で県は要望すると○渡久地修委員

いう立場ですよね。県がこれだけ確保しますと決められたら一番いいんだけれ

、 、 。ども あくまでもこれだけ必要ですよということで要望して 決めるのは国と

ですから地方交付税も総額確保というのは何度も要望を出すんだけれども、結

果的にはどんどん小さくなって、100％配分はされているけれども、総額が小

さくなっているから先細りしていくんだと。その辺の問題がここでは一番懸念

されるところだと思います。それともう一つ私たちが心配しているのは、この

義務教育とか生活保護の問題とか、いわゆる福祉・教育の分野、いわゆる国の

責任でやるべき問題がありますよね。そういった問題と皆さんがここで主張し

ている一括交付金との関連というのを教えてください。そこまで含んでいるの

かどうなのか。

今、県が申し上げているのは、内閣府で一括計上されて○川上好久企画部長

いる範囲をまず確保させてほしいということを申し上げております。この中に

は社会保障関係とか義務教育の国庫負担金は入っておりません。

では当然国の責務でやるべき教育とかそういったものは、国○渡久地修委員

にやってもらうという立場ですね。

はい、そのとおりです。○川上好久企画部長

あともっと細かくなるんですけれども、例えば今内閣府に計○渡久地修委員

上されているものを、ひもつきではなくて、総額計算されてきますよね。そし
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て計算した上で例えば学校の建設費もここに入るんですか。道路建設、農業の

何とかとかいろいろありますよね。例えば学校だったら今年度５つつくるとい

う計画で計算をして計上する、道路だったら何本つくるというのがもしあった

としますね。そして来たものを県がいやいや学校は３つでいいです、３つつく

る。残りの２つの予算を別に回すと、こんな感じになるんですか。

学校の建設は市町村ですよね。では基本は一括交付金と○川上好久企画部長

いうのはさらに地方におりてきたときにどう配分するかという問題が出るわけ

です。それはまだ国全体として配分の方針もまだ示されていないわけなんです

が。それがもし配分についても１つの裁量があるとすれば、それは市町村と十

分に話し合って基準を決めないといけないでしょうし。もし国全体としての方

針が示されたら、それにまた従わないといけない。そういうことになろうかと

思います。それでもう一つ、今たまたま学校は市町村が建設するんです。そし

て県内部の事情をどうするかというのは、それはまさにこれまで以上に事業の

優先順位づけ、取捨選択をやはり徹底してやらないといけないということにな

ろうかと思います。

今年度、例えば高校だったら高校、市町村とかにこだわらな○渡久地修委員

いで教育施設を整理しますよね。これは何校つくるからということで先ほどあ

ったように計算して積み上げて、予算はこれだけもらうと。道路予算も積み上

げる。積み上げるけどおりてきたお金は自分たちでどれを優先するかというふ

うにする。計算するときは積み上げてきて、使うときは優先順位を決めて、そ

してやらないということもあり得るんですか。

今回、一括交付金の考え方は国はこういうことを言って○川上好久企画部長

いるんです。概算要求をして積み上げていく中で枠を大体確保して、それをあ

る程度確定した段階でこれを一括交付金として、どんな形になるかわかりませ

んが、交付してということになっております。そうすると、事業枠というもの

の１つの考え方は今回つくるのかという印象を持っているわけですが、そうす

るとでは次年度以降はどうなるのかという問題があろうと思います。まさにそ

こは、自由度が増すからといって毎年毎年思いついたような形にこれに使った

りあれに使ったり、これは基本的にあり得ない話なので、それの地域における

事業計画に基づいて実施をされていくんだろうと思います。ただ、その判断が

国に決められた整備の基準だとか、定められた額だとか、それをより自由度の

きくような形でやれるということになろうかと思います。基本は、今回はそう
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いう枠を確保するために事業を積み上げる。その枠を配分するという話になっ

ているわけです、これをどうやるかはまだ見えないんですが。そうすると次年

度はこの枠を基準にしてくるのかなという印象を持っているんですが、そうす

ると次年度以降の事業計画は当然地域は地域であるわけですから、それに基づ

いて実施をしていくということになろうかと思います。

だんだんわからなくなってくる。いわゆる例えば今年度、学○渡久地修委員

校―高校でも何でも教育施設を５つつくるとした、つくるとして総枠は来た。

しかし県は別の重要度でここは５つで計算したけど４つつくって、ほかのもの

に回して県はやった。そして来年度要求したら何で前年度５つ分上げたではな

いか、もうこれは終わったことではないかということになりますよね。

要するに一括交付金ということでの枠の配分が、まず一○川上好久企画部長

定の考え方であるわけです。これから出てくるんだろうと思いますが、それを

ではどんなふうに使うのかというのは地域の判断で、事業計画、要するに地域

の計画でもってやっていくことになろうかと思います。別に無原則に今回はこ

うやって次年度はまたこうやるという話にはならないと思います。

では一括交付金というのも、積み上げでやっていくから結果○渡久地修委員

的には皆さんが言っている自由度といってもかなりの縛りがあるんですか。

要するに、これは地域の判断で縛るわけです。地域で、○川上好久企画部長

それぞれの自治体でもって判断をして計画をつくる、使っていくという話であ

るわけです。縛りという話ではないと思うんですけれども。

皆さんが自由に判断できるというのはわかりますよ。ですか○渡久地修委員

ら積み上げていくのは、今年度は学校が５つ必要ですからという計算をして、

はい、これだけですよと総額を確保して、お金をもらったら実際は５つはつく

らないで自分たちでは４つつくります。ほかに回しますということになるのか

ということを聞いているんです、わかりやすく言うと。

初年度は、次年度はことし積み上げたものをベースにし○川上好久企画部長

て枠をつくっていく話でやっているんです。これで、一括交付金の枠を決めて

配分するという話で、恐らく次年度以降はその枠が来るんだろうと。もし、そ

のままの流れとすれば。では、そうするとことし計画したものが同じパターン



- 40 -
H22.10.12-03

沖縄振興・那覇空港整備促進特別委員会記録

で、次年度もそうなるのかという話は、そこの中ではもう見えないんですが、

恐らくその年度年度で地域はその事業計画があるわけですから、地域の自治体

で持っている。それに基づいてやっていくんだろうということです。そこが、

言ってみれば地域の自主性、計画をつくる段階からの、それを具体的にまた実

施できるという中で主体性が確保されていくという話になると思います。

要するに皆さんも余りはっきりしないわけですよね。一括交○渡久地修委員

付金というのはどんなあり方なのか。私いわゆる一般的にひもつき交付金とい

、 、うのは 昔からこれはおかしいよというのは私たちも批判はしているんだけど

今のやり方というのはやはりあれだね、皆さんもまだはっきりしない部分があ

るような感じがしますね。

地方においてはっきりしているのは、より地域の判断で○川上好久企画部長

もって、地域の計画に基づいて資金が使えるということです。さまざまな制度

事業の枠組みで融通のきかない状況から、そういう形にしてほしいという意味

では、その一括交付金については地方自治体、全国知事会から含めて賛成です

ということははっきり言っております。

皆さんが先ほどから、政府がまだ方向が決まらないとか何と○渡久地修委員

か言っているんだけれども、今政府が一括交付金を全国的にやろうと言ってい

るものと、皆さんが求めている沖縄予算として今まで内閣府にあったもの、こ

れとは一緒なのか、違うものなのですか。

これまでの内閣府一括計上予算というのは、ソフト事業○川上好久企画部長

の例えば沖縄特別振興対策調査費とか、そういう基本的政策企画立案等経費と

言いますけれども、それだったら250億円から300億円、そしてあと2000億円弱

は沖縄振興開発事業費、これはハードのもので、沖縄振興開発事業費は例えば

道路事業、そして治山等農林の事業、そして公園とか下水道とかそれぞれ決め

られていまして、それに対して補助率がついて、それぞれの事業の種目ごとの

積み上げをばーっとある一定期間、計画をして、それを毎年毎年事業費を落と

し込んでいくわけです。そういうものではなくて、県として優先的にやるべき

事業、取捨選択できる、これまでのはほとんどシェアがあるわけです。道路は

何パーセントとか。そういうものではなくて、県としてやはり優先してやるべ

きものは何かという県民の意向を反映した形の展開ができると。そういう意味

合いにおいて、これまでのものとは違う使い方ができるということを期待して
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いるということでございます。

また後で、これから議論していきます。いずれにしても、皆○渡久地修委員

さんが言う総額確保というのが、どんな総額なのか、積み上げというのがどう

いう意味なのかという、この辺をどうやって確保するかというのが一番意味が

はっきりしないような。そして、国が言っている一括交付金と沖縄振興一括交

付金というのは分けて考えるべきなのか。もしそうであれば、沖縄振興のこれ

までのものの一括交付金ということを皆さんが言うのであったら、国の動向が

どうのこうのではなくて、沖縄県がこうあるべきだということをもっと明確に

言わないといけないのではないですか、明確にこうすべきだと。

大きな意味合いでは、予算制度そのものを変える話なの○川上好久企画部長

で、国の大きな動きの中を見ないといけない。その中で県として、これからも

沖縄振興のために必要な資金を確保しないといけないわけなので、その状況を

見ながら県としてはやはり主張してきたいと思っております。そして、今、渡

久地委員から幾つかございましたが、確かに地方交付税にしろ三位一体の改革

でどんどん減ってきている。では今の制度で減らないかという補償もないわけ

です。現に沖縄振興開発事業費というのは、平成10年の4200億円余りから現在

2200億円まできているわけです。ではこれはそのままでいいのかと、そのまま

おいておけばこれからふえていくのか、それはまた見えない世界なんです。そ

ういうことを県は申し上げているのではなくて、今後の沖縄振興に必要な総額

をやはり一括交付金という国の大きな制度の流れの中で要望していきたいとい

うことでございます。

ほかに質疑はありませんか。○渡久地修委員

赤嶺昇員。

今の渡久地委員の質疑に関連するんですが、確認なんですが、○赤嶺昇委員

この沖縄振興一括交付金とこれを求めるという部分と、地方交付税を一括交付

金にするというのは、これは分けているということですよね。一緒ではないで

すよね。

今は一括交付金と地方交付税は別建てであると理解をし○川上好久企画部長

ています。国もそう言っていますので。
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沖縄振興一括交付金という話の中からお聞きしたいんです。答○赤嶺昇委員

弁にありますように平成10年から約2000億円くらい減っていますよね。そもそ

も減った理由は何ですか。

これを話すとあれなんですが、平成２年ごろのバブル崩○川上好久企画部長

壊後の景気対策でかなりの予算が投下されてどんどんふえてきたんです。その

ことは結果として国家、地方含めた長期債務残高の莫大な額、それを受ける形

で平成10年から構造改革がスタートしていくわけですが、この中で一番最初に

手をつけられたのが公共事業費で、これ平成14年に10％カットされました。そ

れから後は、３％から４％の間をマイナスシーリングがばーんときまして、沖

縄振興開発事業費は何かというと結局公共事業費に連動しているわけです。そ

の流れをもろに引きずったというか、そこで今言われるような形の事業費の縮

減をしていくという流れになってきたということです。

平成10年は恐らく大田県政ですね。ちょうど平成10年くらいに○赤嶺昇委員

、 、 。県知事選挙があって 稲嶺さんが当選して１年目 ちょっと上がりましたよね

あれはなぜ上がったんですか。

これは長期的なスパンで見ますと、平成２年にバブルは○川上好久企画部長

。 、 、崩壊するわけです それから後 減税それから公共事業費の増額ということで

失われた10年という話はあったわけですが、約100兆円くらいの公共投資が行

われているわけです。その間右肩上がりでどんどん公共事業は進んでいく。と

ころがその間に長期債務の残高というものが莫大なものになる中で、構造改革

というものの考え方が出てくる。それが実施をされていくのが2000年以降の世

界で、それは沖縄の事情とは関係なく国全体の政策としてやられていく。そし

てこの中に、沖縄の振興開発事業費は公共事業と連動する形で動いているとい

う中で減ってきているということです。

今回の沖縄振興の必要性について皆さん資料をまとめているん○赤嶺昇委員

ですが、今答弁にあったように公共事業に基づいてそれが削られたということ

なんですが、この必要性に基づいて結果的に県として幾らの予算が必要だと積

算は出していますか。

幾らあれば、必要かという話は、もっとあればもっとい○川上好久企画部長

ろんな施策ができるという状況が１つあるわけです。それからまた国家財政の
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縛りもある。しかし何度も我々がこの間厳しいと感じたのは、地方交付税もそ

うだったんですが、沖縄振興開発事業費はやはりこの10年間で4000億円から20

00億円に半減をしていく、やはり2000億円では足りないのではないかというも

のはあろうかと思います。しかしそれは、これから後計画を検討して、どうい

う施策を展開するか議論する中で、そういう金額の話というものを恐らく検討

される、議論が出てくるだろうと思います。

私は懸念するのです。今2200億円あって、今の計画があと２年○赤嶺昇委員

ぐらいで終わりますよね。そして皆さんは、発想そのものが新しく変わってい

ると思うんです。ハードからソフトに移行しようとしている中で、積算そのも

のは変わると思うんです。その後議論されると言われると、県が結果的に人材

育成なりそういったものに、我々からすると、子育て支援とか認可保育園の問

題とか、学童とかも課題がたくさんあるんです。それを積み上げていって早目

に計画を出すに当たって最低限これぐらいの予算が必要ということを出してい

かないと、沖縄政策協議会の中でも。きょうも国会の予算委員会で質疑があっ

たんですが、一方では予算をどんどん削っていきながら一方では皆さんの要望

、 。 、を聞きますよという手法なんです 今の政府のやり方は その手法ではなくて

県としてこの計画をつくるに当たって、4000億円なのか5000億円なのかこれぐ

らいは必要だということを明確にしないと、2000億円が基準になったら困るの

ではないのかというのが私の言い分なんです、いかがですか。

そのことは、まさにそのとおりだと思います。これから○川上好久企画部長

我々が次のステージで何をやっていくのかを整理する中で、早目にそういう必

要額についても表に出すような形で議論していきたいと思います。

これは、近くになってから予算の話をすると、予算の裏づけが○赤嶺昇委員

ないと計画実行できないと思うんです。ですから予算も早目に、これぐらい必

要だということは出せるはずなんです。ですからそれを、大体いつ、例えば今

年度中なのかある程度の目安というのを出すべきだと思いますが、その見通し

はありますか。

これは早目に、そういう議論も進めてまいりたいと思い○川上好久企画部長

ます。

今年度中ですか。○赤嶺昇委員
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、 。○川上好久企画部長 施策を積み上げて そして何を優先してやっていくのか

県議会でもさまざまな御意見・御要望もありますので、それもいろいろ勘案し

ながら検討させていただきたいと思います。

ですから今年度中を目安にするということですか。○赤嶺昇委員

時期という話は今すぐ明確に出せるわけではないんです○川上好久企画部長

が、これは向こう10年間の話なので、早目にそういうものを積み上げて議論と

して提起をしてみたいと思います。

しつこいようで申しわけないんですが、結果今年度中にできな○赤嶺昇委員

くても一応目安がないと期限があるわけですよ。大体皆さんがある程度一生懸

命取り組んでおられるので、最低限これぐらいの予算額は必要だと。恐らく政

府は今の予算額が基準なんです、2200億円。そしてもっと削りたいはずなんで

。 、 、す でも今の先ほどからのやりとりは 箱ものの部分からどんどん削られてと

その説明をされていますよね、でも今回この新しい沖縄振興を求めるに当たっ

て全く違う発想なんです。ですから早目に、例えばこの目安というのを出さな

、 、 。いと 結果的に厳しくなると私は個人的に思うんですが 目安もないんですか

これについては今、赤嶺委員の言われる話で、それを重○川上好久企画部長

く受けとめて早目に出したいと思います。そして積み上げていくのか、それと

もおおよその枠で考えるのか、その辺もいろいろあろうかと思いますので、そ

、 。こは示しながら政府とも話ができる環境があれば やっていきたいと思います

環境があればではないですよ、環境をつくらないといけないで○赤嶺昇委員

すよ。環境があれば求めるとかという話になってくると、この話何もできない

んです。もう一点確認したいのは、今後この予算の話をするときに、2200億円

というのは１つのラインとして皆さんとらえるんですか。全く違う発想でやる

んですか。

4200億円から2200億円まで下がってきたというこの数字○川上好久企画部長

は、しっかり頭に入れておかないといけない話になると思います。これでいい

のかと、そして今後も下がっていくのかと、あるいはもっと必要なのかと。も

っと必要だったのではないかとかいろいろあると思いますので、2200億円とい
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う現在の数字は踏まえながら、これからは枠で考えるにしろ、積み上げて考え

るにしろ、毎年毎年の事業費がどの辺に必要なのか検討していくことになろう

かと思います。

よくわからないのは、皆さんはここで沖縄振興一括交付金とい○赤嶺昇委員

うことは、一方では自分たちが自由に使いたいということを言っているわけで

すよね、一括交付金とはそういう意味だと思うんです。だけど2200億円という

、 、 。部分は １つの基準にしたいという話をすると これは政府のペースなんです

皆さんが、やはり何をどうしたいのかということを示して、それに伴う財源が

幾らなのかということにしていかないと、これをふやすことは非常に厳しいの

ではないかと思うんですが。

私は2200億円でいいという話を申し上げているのではな○川上好久企画部長

くて、ここまで落ちてきたと。それでここまでずっと2200億円であれば、それ

は3000億円とか4000億円という話はべらぼうな話になるわけですが、4000億円

から2200億円まで落ちた。それは国家財政の事情もあるわけですが、それとま

た沖縄振興が次のステージに何が必要なのか、今赤嶺委員が言われるように、

この単に産業振興だとか福祉の関係だとか医療という話があるかもしれませ

。 。ん そこの分野はまさに沖縄振興に関する事業費の対象ではなかったわけです

そこも含めてもう一度整理をし直す時間が必要かと思います。したがって2200

億円という話にこだわらずに議論したいと思います。

そうしますと今の答弁にありましたように、これまでの沖縄振○赤嶺昇委員

興計画の分野から、いわゆる人材とか福祉・医療に関しても網羅してつくって

いくということで理解していいですか。

沖縄21世紀ビジョンをベースにしながら、次のステージ○川上好久企画部長

の沖縄をつくるための制度、計画というものを。そういう資金というものを考

えていくのは当然だと思います。

ぜひ、予算の部分でいうと、このままだとなかなか厳しいとい○赤嶺昇委員

う部分で、先ほどありましたように求めていく理由も、皆さんがこれだけ理由

を出している中で、日本の安全保障という部分も含めてやはりいろいろ議論し

ていかないといけないと思うんです。その中で、沖縄県が何を求めるのかとい

うことは、これから県と政府の勝負だと思うんです。そこを、その裏づけとい
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うのはやはり予算ですから、その予算が従来の2200億円というのがベースにな

ると、これを上げることは非常に厳しいと思いますから、改めて何が必要なの

かということをしっかり方針を出して頑張っていただきたいと思います。

ほかに質疑はありませんか。○当銘勝雄委員長

仲村未央委員。

、 、○仲村未央委員 沖縄総合事務局なんですが 皆さんの必要性の資料の中でも

国の出先機関は原則禁止という、ゼロベースの検討に入った以上、沖縄総合事

務局ももちろん対象として議論をされたんだと思いますが、これは沖縄県とし

て主体的にどうとらえて、沖縄総合事務局の役割を一定は終えた整理をしつつ

あると思うんですが、もう少しその議論の中身を聞かせていただけますか。

沖縄総合事務局は、復帰後沖縄県が生活基盤も産業基盤○川上好久企画部長

も全く立ちおくれた中で、国の出先機関として非常に大きな役割を果たしてき

たと思います。特に社会資本の整備については、非常にそういう意味では成果

を上げたということで、県知事もこの間の答弁の中で高く評価をしていたとこ

ろです。そしてまた沖縄総合事務局のあり方については、一方では地域主権と

いう大きな流れの中で、政府も国の出先機関というもののあり方を今検討して

いるところでございます。その動きを見ながら、県として地域主権の立場から

やれるものはどんなものがあるのか、そして沖縄総合事務局については、やは

りそうは言いながらも沖縄の特殊事情に基づく国としての責務を担うものがま

だある可能性もある。そういう意味では、今後の国の出先機関の見直しを県と

して注視していきたいと思います。

前回の本会議での答弁では、近い将来県に移管することを検○仲村未央委員

討する時期にきていると発言されましたよね。これについての移管を検討する

時期にきているということは、すごく踏み込んで、今までのただ国の流れで向

こうが廃止するかどうかを決めてから対応するということではなくて、もっと

県が課題を整理して、むしろ沖縄総合事務局の役割は一定程度果たしつつある

というか、果たしたものと聞こえるわけです、前回の本会議での答弁は。今は

ちょっとニュアンスが違っているようだったんですが、もう少し県として主体

的に、沖縄総合事務局をどうとらえて、もうお役目は果たせましたということ

になったのではないですか。そこはどうなんでしょう。



- 47 -
H22.10.12-03

沖縄振興・那覇空港整備促進特別委員会記録

県知事が答弁されたのは、近い将来地域主権とか大きな○川上好久企画部長

流れの中で、あるいはまた二重行政とかそういうものがある部分については、

そういう見直しがあるだろうということを申し上げたと思います。まさにそう

いう視点で、現政権は出先機関の見直しをしようとしているわけでございまし

て、県としてはその動きを注視をしながら、必要であれば必要な対応をやらな

ければいけないということでございます。

先ほど沖縄振興予算が半分まで減ってきているというよう○仲村未央委員

な、今の赤嶺委員とのやりとりがあったんですが、これは今の沖縄総合事務局

の体制だと、予算は落ちるべくして落ちてきているのではないかと見えるんで

す。というのは、やはり沖縄総合事務局が担える範囲というのは、今県が新た

なニーズとして打ち出している産業振興とか雇用とか教育とか福祉、ここには

やはり今の沖縄総合事務局の体制ではもちろん十分に発揮できないというとこ

ろから、やはり沖縄振興の中の課題も優先順位も相当な変化があって、予算も

だんだん減ってきているのではないかと思うんですが、そこはいかがですか。

沖縄振興開発事業費が落ちてきたのは、先ほど申し上げ○川上好久企画部長

た理由によるものです。特にそれは沖縄県内の事情にかかわるものとは違う、

もっと強い動きの中で出てきたものだと思います。そしてまた、沖縄総合事務

局の役割として産業振興とかいろいろ申し上げましたが、そこはどういう形で

整理されるのか、国の見直しを注視してまいりたいと思います。

なぜそういうことを言うのかというと、こういう指摘がある○仲村未央委員

んです。例えば第１次沖縄振興開発計画で１兆2400円、そして第３次沖縄振興

開発計画は３兆3000億円ぐらいまで額としては上がってきているんですね。た

だその中の事業費の配分の構成というのがほとんど変わっていないという。例

えば、道路だったら32％から36％の範囲で推移しているとか、港湾・空港だっ

たら12％台とかという、言ってみれば権益とか一定の省庁の予算をそのまま反

映するような枠組みの中で、額の変動はあれですよ、それがそのまま第１次、

第２次、第３次と続いてきているということも、やはりどこかで制度疲労とい

うか自由度がないというところも含めて、県が求めているニーズと対応できる

ような体制というのが、かみ合ってないのではないかと見えるわけです。です

から、そこを県としての中で議論をされて、やはりこれでは立ち行かないとい

うところの議論があったのかということで聞いているわけです。そこは、ただ

国が地域主権改革を進めるから見直されたからという受け身的なことではなく
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て、もっと皆さんがこれまで沖縄振興に携わる中で、むしろ積極的にこれは制

度として立ち行きませんというところがあったのではないかと思うんですが、

いかがでしょうか。

今のお話、沖縄総合事務局という組織と予算制度という○川上好久企画部長

のは、必ずしも一緒に議論する話ではないのだろうと思います。そして今言わ

れるように、道路予算そしてまた空港予算にしろ公園にしろ一定の割合でシェ

アされてきた。これは復帰の1972年から1990年代の初めぐらいまで、それはそ

れで有効に働いたと思います。なぜならば、ほとんどの分野において沖縄県は

全国水準に達していないわけですから、そこはさまざまな国の機関がノウハウ

、 、 。を持って 人力も投下して予算を投下して その成果を上げてきたと思います

一方で社会資本の整備がある一定水準にきたときに、県として優先してやりた

い部分というのは当然出てくるわけです。一方で事業費は半減する、そうする

とそこには、沖縄県振興審議会でいろいろ議論が出ていましたが、新しい予算

措置のあり方、それから県が求めていくべき沖縄振興の方策としての制度とい

うものが必要ではないかという議論がございました。そこは議論として踏まえ

ながら、また国の一括交付金化の流れも見ながら県としては必要な対応をとっ

ているつもりでございます。

そこは少し意見が合わないんですが、私はこの体制の中で予○仲村未央委員

算というのはかなり影響を受けてきたと思っているんです。別に先ほど私が言

った道路・港湾だけではなくて、治山・治水とか下水道・農業農村整備・森林

こういったところも、特に第１次沖縄振興開発計画から第３次沖縄振興開発計

画に至るまで、いわゆる沖縄振興計画に至るまで配分というのは、シェアはほ

。 、とんど変わっていないと見てもおかしくないぐらいの推移なんです ですので

やはりこの体制では、ある程度沖縄の今の現実のニーズに合わないような形に

なりつつあると。それが、たまたま地域主権改革の時期が、見直しに当たって

一致してきて、それを言いやすくなったのかと見ているんですが、それは意見

として申し上げておきます。それで皆さんの資料５の２ページなんですが、産

業振興や雇用や教育、福祉等の分野で高率補助にかわる新たな手法での取り組

みと出ているんですが、これはどういう手法を要求しているんですか。

まさに今、制度の中身を庁内で議論をしているわけです○川上好久企画部長

が、単に予算制度だけではなくて産業振興についてであれば税制だとか規制緩

和とか金融措置、そして予算措置、トータルの政策パッケージでもってそれぞ
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れの特定の産業分野というものを後押しする仕組みが必要だろうと考えており

ます。また、同じように教育や福祉の分野でも、そういう考え方で整理できな

いかとか、そこのところを今議論している最中で、まだ表に出るような段階で

はないんですが、そういうことを考えております。一方で雇用創出制度は先ほ

ど委員が言われたとおり、間仕切りのある補助金、それは一定のシェアがずっ

と推移をする中で、トータルとして押してくるという。一方ではまた社会資本

の整備はものによってはある一定の充足が出てきたと。そこに、ある意味優先

順位というものが県として今後考えていくべき、必要ではないかという議論も

あります。そういうもろもろの審議会での意見を踏まえて、こういう表記をし

ております。そういう形で考えていきたいと思います。

それは、例えば５ページに一国二制度の地域振興というとこ○仲村未央委員

ろで、子育て・教育・人材育成全般に資する特別措置とか、またｈ）のところ

ではスポーツや空手・伝統文化・芸術の振興に資する特別措置とか、こういっ

たほかのところにはない財源を特別に措置してくださいという、措置の新しい

制度を具体的に求めていくというつもりですか。

これは必ずしも予算だけの話ではないと思うんです。規○川上好久企画部長

制緩和もあるでしょうし、税制もあります。また民間事業者であれば金融の措

置もございまして、そういうものを総合的な意味合いで組み合わせて、仕組み

を考えられないかということで、これはまだ検討イメージということで、そう

いう分野に対して、こういう仕組みを導入しながら、よりいい形のものがそれ

ぞれの分野で展開できないかということを、この中では書いてあるわけです。

先ほどの議論を聞いててもよくわからなかったのは、今一括○仲村未央委員

交付金で求めていこうとしている財源の目安というかめどみたいな形で、今の

一括計上分と同等以上という表現が出てきますよね。それは最低でも確保した

いという意味でとらえるのか、つまり今のところそういった新たなものも要求

しながらも、特に積み上げてこうして、これがあったら権限の委譲とか沖縄総

合事務局の業務の移管によって対応できるなというぐらいの話で、同等以上と

使っているんですか、先ほどの求める予算の大きさというのは。

同等以上というか、2200億円という現状の数字というも○川上好久企画部長

のはやはり頭に入れておかないといけないという話です。それから、今出てき

ている沖縄21世紀ビジョンの中で求められているさまざまな施策を展開するに
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当たって、どういう資金がどの程度必要なのかというものを積み上げて、あら

あらな枠を考えてみたいと思っております。

何か少しわかりにくいんですよね。一括交付金を沖縄振興に○仲村未央委員

特化していこうとか、ほかのところにないものも新しく求めていこうという大

胆なことを言っているんですが、それを積み上げる手順というのが先ほどから

全然見えてこなくて、ただ今の分の同等以上の額というのだけは明確にされて

いるものですから、それが十分な額なのかどうかというのは、皆さんが求めて

いるものに見合うものかどうかという議論がないと、我々も同等以上でいいの

かとか、もっと少なくてもいいのかとか、そういうのはやはり判断のしようが

。 、 、ないわけですよね ですから これはいいのではないかとかいう我々の評価は

、 、何によってすればいいのかというのが 先ほどから見えてこないということで

それはまた意見として申し上げます。

それから、もう一つのもともと今の一括交付金の議論と、沖縄県が求めてい

る沖縄振興一括交付金の議論の前提になるのかわからないんですが、地域主権

改革というのが、民主党がかなりいろんな方針を具体的に出しながら、理念み

たいなものを言っていますが、その中にそれぞれの地域において富を生み出す

という考え方に基づいて、依存と分配の仕組みを自立と創造の仕組みに変えて

いきますとか、行動と選択に責任を負うということになりますとか、あるいは

地域主権改革が進展すればおのずと地方公共団体間で行政サービスに差異が生

じてくるものですと。それについても、もちろんそれは責任の改革ですから、

みずからの地域でそれは責任をとるようにという方向が出ているわけです。こ

の考え方については、どうなんですか。沖縄県としては、そのとおりだという

ことになるのか、それとも先ほどから懸念があるように、やはりそこら辺を見

きわめないと何とも言えないというところに立っていらっしゃるのか。

国の一括交付金の議論の中でも、義務教育だとか年金と○川上好久企画部長

か国民の基本的な権利にかかわるものについては、除きながらより裁量の余地

の高い一括交付金化の枠というものは最大限確保するというものの考え方で

。 、 、す そういう意味では 最低限国民としての権利というものは補償しながらも

なおかつそれぞれの地域の人々が求める地域づくりができるような形での金の

使い方ができるようにということだと思います。そこは当然地域で判断するわ

、 。けですから そこには判断と責任が伴うという意味合いだと理解しております

いろんな改革がどんどん進んでいく中で、置いていかれては○仲村未央委員
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いけない部分とか不利になってはいけない部分というのを主張する段階だとい

うのはわかるんですが、その一方で、またより先導的なというか、ほかのとこ

ろよりも先んじてやっていこうというところが時々出てくるものですから、そ

ういう見えない中で、先に走る中で非常に地域間の格差と言われると、沖縄県

が競争力を本当に今持ち得て、富を生み出すぐらいの地域なのかどうかという

ところも非常に難しいところもあると思いますので、難しい調整になっていく

と思いますが、やはり先行的に進めたいというところなんですか。

それはものによるんだろうと思います。沖縄の持ってい○川上好久企画部長

る強みと弱みというものを時代の流れに照らして、しっかり把握をしながら、

強みを生かせるところは先行してやるべきでしょうし、弱いものについては何

がしかの措置を求めていくというものは当然あるわけです。沖縄県は全国で唯

一の離島島嶼県、沖縄本島含めてです。そういう意味では、まさにそこの部分

、 。で全国と違う世界が既にあって そこに強みも弱みも凝縮していると思います

そこは、これまでの沖縄振興計画等総点検とか沖縄21世紀ビジョンの委員方の

意見も踏まえながら、しっかり施策の展開を考えていきたいと思います。

最後にあと１点だけ、協議の場の設置ですけれども、この国○仲村未央委員

と地方の協議の場ということで、沖縄に関する法制度の、新たな法律の制定に

向けての協議の場ということなんですが、これは沖縄政策協議会とかではなく

て、また別の協議の場を設置することを求めているんですか。

国と地方との協議の場というのは、地域主権改革の中で○川上好久企画部長

１つの方針として出てきております。そして、沖縄県はいろんな意味での特殊

事情を持っているところなので、沖縄県は一県だけに係るようなさまざまな制

度、法律等については、国と地域とが協議できる場を法律で位置づけることが

できればということで案として出しております。そのことが、沖縄政策協議会

になるかどうかというのは、今のところはわかりません。

ほかに質疑はありませんか。○当銘勝雄委員長

玉城義和委員。

この審査事項の２と４がどこで分かれるのかよくわからない○玉城義和委員

ので、行ったり来たりがあるかもしれませんが、そのときにはまた御注意くだ

さい。この新しい沖縄振興を求める理由の中で、しょっぱなに沖縄21世紀ビジ
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ョンについての支援というのがあるんです。私もそうだと思います。一般質問

でも聞いたんですが、沖縄振興開発計画をつくってきて40年たったと。そして

この沖縄21世紀ビジョンの成就というのは20年先ということですから60年です

ね。そうすると今日つくる新しいポスト沖縄振興計画は、まさに沖縄21世紀ビ

ジョンに橋渡しをするというのか、そこにつなぐ重大な役割を果たすんだろう

と思います。そういう意味で、誤解を恐れずに言えば、復帰後40年という、こ

れまでの10年ごとの沖縄振興開発計画のつくり方が、復帰後何年何年という切

り方をされていて、この切り口もそうだし、言うときも例えば復帰後何年たっ

てもかくかくしかじかだと言われて、私はこれはある面では当然の言い方だと

思います。格差という意味では。ところが40年たってみて、沖縄21世紀ビジョ

ンというものを目の前に置いて20年先を考えていくと、そういう切り口で考え

る考え方を一方に置きながら、一方ではいろいろ復帰後思想というか、そうい

うものを切り離して考える発想法というか、かつて経済白書で、もはや戦後で

はないという有名なフレーズがあるんですよね。要するに一方で格差の是正と

いうことが必要であるのであれば、そういう復帰後思想みたいなものを沖縄か

らも沖縄21世紀ビジョンのようなものに向かうときの思想的な裏づけという

か、県民的な覚悟というか、そういうところでは、もはや復帰後ではないとい

う言葉が適するかわかりませんが、どこかで、そういう両方の考え方をつくっ

ていくというか、そういうことが第５次に当たる振興計画の１つの精神として

私は登録すべきではないかと。そのことは、恐らくもろ刃を持つわけですが、

例えば政府からはもはや40年たっても50年たってもという言い方がされるとき

に、違う思想を提示をしないと、なかなか対応できないだろうという意味で、

一種の復帰後思想というものを切り離して考える必要があるのではないかとい

うことと、同時に政府とは別の議論として県民的な覚悟を決めるときに、そう

いう理屈というのか思想みたいなものが生まれていくということが、私は必要

ではないかと思っているわけです。そういうことが沖縄21世紀ビジョンにつな

ぐ我々の１つの決意みたいなものにつながっていくのではないかと思うわけで

すが、川上企画部長いかがですか。

20年先を展望するというのは、県民の思いをくみ上げて○川上好久企画部長

先を考えるというのは、当然そこは希望に満ちあふれたものでなければならな

いというのがあろうかと思います。そういう意味では、現実にあるさまざまな

課題というのは整理されているというものがあるのかと思うんですが。今玉城

委員がおっしゃるのもそのとおりで、それはそれとして当然だなという話では

あるんですが、一方で我々が今なお沖縄だけではなかなか立ち行かない世界と
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いうのがまた一つあって、次の沖縄振興の位置づけをどうするかと。それで特

殊事情というものを吹っ切るというものに、復帰を超えてという発想の中で、

その消えていく要素があるとすると、そこもなかなか難しいものがあると思い

。 、 、ます しかし基本的には 先に行けば行くほどそれはやはり希望に満ちたもの

今いる状況よりはいいものにならないといけないというものであると思います

ので、そこのところはまさにいろんな議論を深めていければと思います。

私は格差是正をやらなくていいと言っているわけではなく○玉城義和委員

て、当然のこととしてこれはやらなければならないわけですが。いわゆる復帰

後思想みたいなものでは、どうしても格差の是正というか平準化されて、追い

つき追い越せみたいなものが基本にあって、本土を超えるというか、そういう

新しいアジアも含めてみたいな思想がなかなか出にくいというのが、本当は内

在するのではないかと、こういうふうにいつも思っているものですから、そう

いう芽もどこかで出すというか、そういうものも植えつけていって10年後ある

いは20年後のビジョンの種としてまくというか、そういう作業は非常に重要で

はないかとこの間ずっと思っております。具体的に何かというのはなかなか出

ませんが、知恵のあるところで、皆さんは知恵があるでしょうから、役所の中

だけではなくていろんな人たちの知恵もかりて―学者の音楽家も哲学者も含め

て、いろんな知恵をかりて、この新しい沖縄振興計画の芽として出していただ

きたいということを申し上げておきます。

それから、私は、この報告書をずっと読んでいて、自立的発展の基礎条件の

整備というのがずっと根底に出てくるわけです。今の条件でこの自立的発展の

基礎条件の整備というのは、どれくだいまでできているのか。４次にわたる振

興計画を終えてどういう状況まで来ているのか、その辺を少し教えていただけ

ますか。

自立という言葉は、沖縄の１つの県民的な確立すべき希○川上好久企画部長

望みたいなことであるわけですけど、ではこの自立というのはどういう状態を

指すのかというものも、これは考えてみる必要があると思います。単に県民所

得などの経済指標だけの話なのか、この辺は生活や福祉、また県民が考えてい

る生活感覚、そういうものを総合して見なければいけないものだろうと思いま

す。ただ沖縄県がこれまでずっと求めてきたのは、一面的には経済の自立とい

う側面が非常に強かったと思います。そこの面で申し上げるのであれば、水・

エネルギー・道路・空港・港湾とかいう社会資本整備は、一定の水準ができて

きたと思います。そして産業も沖縄らしい産業としての観光リゾート産業、そ
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して情報通信関連産業、これも１つ立ち上がりつつあると見ています。ただ数

字的に見れば１人当たりの県民所得は最下位の状況です。そしてまた、雇用の

面でもまだ若干の問題が残っているという状況にあろうかと思います。そうい

う意味では、なお産業の振興というものを強化していかなければいけないとい

う状況にあると思います。今社会資本の整備はある一定の整備ができたと、あ

と産業振興に向かうための整備が何かというものが、これから後の課題だと思

います。

経済的自立というのは、これはもう少しきちんと議論して、○玉城義和委員

ここは共通認識を持ったほうがいいと思います。非常にあいまいな形で、詰め

ていくとよくわからないと言いますか、どなたもよくわからないというか、何

となく自立経済とかと使っていて、例えば全国の中で各都道府県で経済的に自

立している都道府県があるかという話ですよ。これは地方交付税とかでいえば

東京都ぐらいではないですかね、そういう政府から援助を受けないでやってい

けるというのは。どこの県もほとんど経済的自立というのは県自体でやってい

るわけではないので、政府の機能にしても税金の再配分みたいな機能を持って

いるわけですから。そういう意味では沖縄県が経済的な自立をなし遂げられる

ところというのは、どういうところまで来ればできるのか。あるいはほかの県

との関係でこれをどういうふうに考えているのかというのもあって、なかなか

自立経済というのはわからないと。要するに観光リゾート産業にプラスして情

報産業ということを言っているわけですが、その後どういうのがプラスされて

どこまで来れば大体沖縄県が沖縄振興計画で目指した経済的自立の達成にいく

のか。そういうことは少しはイメージとしてわからないと、なかなか新しい沖

縄振興計画も含めて難しいと思うんですね。その辺はどういうふうにイメージ

されていますか。

今の話は非常に示唆に富むことが２つあったと思うんで○川上好久企画部長

すが、１つは日本全国47都道府県で、地方交付税の不交付団体というのは東京

都ぐらいです、確かに。国からの財源移転なしでは財源運営ができないという

のが全国、地方は特にそうであるわけです。そしてまた県単独で経済活動とい

うものが立ち行く世界というものがないわけであって、それは日本も広くは世

界を含めて経済活動が絡み合っていく中で、この地域が自立している、あの地

域が自立しているというのはなかなかわかりにくいところはあろうかと思いま

。 、 、 、す ただ 基本的に人々が安心して暮らしていける水準 雇用とか所得の問題

相対的なものかもしれませんが、そういうものはあろうかと思います。では、
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それを確保するために復帰後沖縄県は努力してきたと思います。それで、製造

業とか農業とかは厳しい環境の中で、観光リゾートとかＩＴ産業とかはほかの

県に例を見ないような形でしっかり立ち上げてきていると思っております。そ

ういう意味では、数字的なものを目標とするのであれば、平均的な県ぐらいの

財政依存度であったり、公的支出であったりとか、それはそれとして１つの目

標を持つのは構わないと思うんですが、そのことが沖縄という地理的な特性を

持つところに適切かどうかを少し議論をしながら考えてみたいと思います。

観光とか情報というのは、地理的条件などの連続性がなくて○玉城義和委員

もできる、いわば島嶼性でもできるというのがあるから可能なわけであるわけ

です。そして、ほかのところは高度化とか、ほかの人的な連続性とかというこ

とが必要だと。そうすると、我がほうは観光とか情報というのはある程度いっ

ても、そのほかの製造業等々では、やはりこれは厳しいという、そういうこと

がそもそも構造的にあるんだということを考えると、今おっしゃった感じのも

のにはなりにくいのではないかと思うんです。ですから、その証拠に恐らく相

当第１次沖縄振興開発計画から公共投資というか社会資本が投入されて、逆に

そのことによって１次産業とか製造業が減ってきて、この建設業とかサービス

産業はふえるという。ある意味で言えば、この４期にわたる沖縄振興計画の結

果、沖縄の産業構造が今のような、ある面で言えば非常に平均化されていない

構造になったということも言えるわけです。そういう意味で言えば、次に向か

うときに、その辺のところは最初から考えて望まなければならない点だと思う

んですが、その辺はどう認識されていますか。

過去30年、40年の経済のあり方は、あれはあれで１つの○川上好久企画部長

形だったのかという感じがいたします。というのは、復帰の時点で沖縄県とい

うのは社会資本の整備というのは、ほとんどが低いわけですから、それを集中

的に整備をするということは、そういう分野に金が流れ込む、したがって建設

業というものが経済を支えてきた実態というものは、どうしようもなく経済原

理としてそういうものだったと思います。一方で産業基盤というのがなかなか

整備されない間は、ほかの産業がなかなか立ち行かなかったというものもあっ

たと思います。そこに第３次沖縄振興開発計画の中盤から観光とかＩＴという

ものが整備をされて、今日この２つはしっかり立ち上がっています。それで、

。 、沖縄の地域特性を生かした新しい分野をこれから模索をしていく それは民間

、 、経済界からもさまざまな意見が出てきますので そういうものを踏まえながら

県はそういう分野を生かせるような条件整備をしていきたいと思います。
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恐らく環境産業だとか、健康関係の産業だとか、そういうも○玉城義和委員

のを今のものにプラスしていくというか。要するに40年やってきてなかなか難

しいとみんなが思っているのは、移出産業というか、物をつくってほかに出す

というやり方をすると、なかなかこれは太刀打ちできないなということは、大

体みんなわかってきているのではないかと思うんです。ですから、できること

とできないことをやはり40年間の総括をして分けて、ある面で言えばサービス

、 、 、というか情報というか そういうもので広げていくというか アジアも含めて

そういうところにシフトしていかないと。いつまでもできないところで、でき

ないかみたいなことを言っていてもしょうがないなという感じだと思うんです

が。そういう意味で、具体的なものが出たときにまた議論をしたいと思います

が、ぜひ第４次の沖縄振興計画の報告書もでき上がっているわけですから、き

っちりとその辺のところは、シビアに踏まえるところは踏まえて頑張っていた

だきたいと。よく言われる成長のエンジンみたいなものが、なかなかかからな

いというか、そういうものは言われて久しいわけで、同じ事を10年前から言っ

ているわけで、先ほど新しい第５次の沖縄振興計画の名前は、法律の名前は何

かという話がありましたが、その辺との絡みもあるので、やはりきっちりとで

きることとできないことというか、その辺は踏まえて新しいものをつくってい

ただきたいと。またこれ新しくいろんなものが目鼻がついた段階で、枝葉が出

た段階でまた議論したいと思います。

ほかに質疑はありませんか。○当銘勝雄委員長

奥平一夫委員。

沖縄振興計画等総点検の報告も道半ばなんですが、途中まで○奥平一夫委員

読みましたが、復帰後いわゆる日本の経済成長に乗りおくれて、後追いで日本

と同じような方向で進んだけれども、それがなかなかうまくいかなかったと。

なかなか３次、４次というふうに振興計画を実施してきたけれども、依然とし

て失業率や雇用の問題、それから県民所得の問題等々まだ積み残した課題があ

るという総括になっていると思うんですが。ここで今新しい振興計画を求める

理由の中で、先ほどだれかが触れていました、１番のこの高率補助にかかわる

新たな手法での取り組みが必要という、どういう手法を考えていらっしゃるの

か。例えば産業振興であったり雇用であったり教育・福祉であったりという、

高率補助では限界なんだと。そうではなくて、もっと見方を変えて新しい仕組

みが必要なんだという考え方だと思うんですが、大まかな考え方としてどうな
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んでしょうか。

先ほど仲村委員からの御質疑にお答えしたものなんです○川上好久企画部長

が、社会資本整備には高率補助はより有効に働いたということなんです。そし

て、特にそれは一定程度の水準に達した、一方では事業費そのものは落ち込ん

でいる、そして同じシェアでそれがある、それで非常に使い勝手が悪いという

中で一括交付金の話があったんです。それは、そういうやはり使い方をすべき

だろうというのが１つ、制度としてです。もう一つは産業振興にしろ雇用にし

ろ単に予算で補助するだけでは済まないわけであって、そこには税制だとか金

融とか規制緩和とかさまざまなツールを駆使して展開を図らないといけない。

そういう意味合いで書いてございます。

そういう意味では、当局がお話ししております沖縄の経済成○奥平一夫委員

長の牽引役として観光産業が飛躍的に伸びたし、ＩＴも飛躍的に伸びた。そし

てそのおかげで雇用もふえたというお話をずっとこの間されていて、確かにそ

うですよね、企業誘致もふえたと。ただその実態として県民所得が伸びていな

いということも、いわゆる働き方の極端な話、本土とどうなのかというのが少

しわからないんですが、正規雇用・非正規雇用というものが非常に顕著に沖縄

の経済指標に出ているのかと気になって仕方がないわけです。ですから、いわ

ゆる労働所得が上がらないということはどうなんでしょうか。今の沖縄のＩＴ

産業や観光産業の中で。

ＩＴですから、あるいは観光ですから非正規雇用がふえ○川上好久企画部長

たかどうかというのは一概に言えない話で、日本全体がどういう流れになって

きているというのが１つあると思います。それとまたもう一つは、失業率のこ

とを言うわけですが、復帰後この40年近いスパンで見ると、地方では沖縄ほど

伸びているところはないんです。例えば九州なんかでは、35年間の中で平均で

大体二万五、六千人しか就業者というのはふえていないわけです、福岡県を除

けば。そして沖縄県というのは20万人ぐらいふえている。そこには活力が実は

内在をしている。そして沖縄県のもう一つの特徴は子供が多いことです。した

がって、１人当たりの県民所得というものを割るとどうしても低くなってしま

う。ちなみに15歳以上で割り返すと必ずしもそうではない。そこはやはり徐々

に徐々に沖縄の社会は進展をしてきたというふうに理解はしていいと思いま

す。また、今後日本の社会が人口減少、少子高齢化の流れの中で、沖縄はまだ

まだふえ続けるというところはなかなか捨てがたい。捨てがたいというよりは
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得ることのできない大きな特徴だと思いますので、そういうことを頭に入れな

がらいろんな施策を展開していければと思います。

そういう意味で、子育ての話にしても医療の話にしても、今○奥平一夫委員

非常に余りうまくまだいっていない。いわゆる出生率が高くていいという話も

ありますが。一生懸命行政もしているのはわかりますが、なかなかそれが子育

ての現場で施策がうまく展開をされていない。そして子供を産むこともやめよ

うかということなどもあって、さまざまな事象が起こって、なかなか実感とし

て所得が上がったとか、沖縄のＧＤＰが上がったから私の暮らしも豊かになっ

たかというとそうでもないという、実感としてなかなかそれが体得できていな

いというのがあると思うんです。ですから、そういう意味で沖縄の本当の将来

というのは、どのような形でビジョンを切り開いていけばいいかという中で、

振興計画をきちんと本土側―政府と議論をする際にどういう形でこれを説得を

して、きちんと議論を構築して、それをうまく認めてもらえるかということが

非常に大事だと思うんです。そこで、同じ理由の中で、人口増加による活力あ

る地域として、成長する東アジアに近接する地域として云々ということがあり

ます。これが私はちょっとわからないんですが、例えば今後の日本の成長と東

アジアとの交流に貢献するという県民の意思、これを少しかみ砕いて御説明い

ただけますか。

第１次沖縄振興開発計画から第３次沖縄振興開発計画、○川上好久企画部長

現在の沖縄振興計画に至るまで、沖縄の発展の方向性の１つとして南の交流拠

点というのはずっと位置づけてあったわけです。それは第１次沖縄振興開発計

画のときにその話はやっていますが、実は現実的にやるものではない。そして

社会資本整備もそうですが、あのころの東アジアの社会というのは中国も今の

ような時代ではなくて文化大革命の時代、そしてこの台湾にしろ韓国にしろ。

そしてベトナムはまさに戦争の真っ最中ですから。そういう環境から30年を経

て、今日のアジアの国々というのは、まさに世界の経済セクターとなっている

わけです。そして、今まさにＡＮＡが沖縄の地理的な重要性を評価をして、そ

こにハブ基地をつくるような時代になってきている。日本には１億人の人口が

いるわけですが、ＡＮＡが飛んでいる５つの都市や地域、そこは合計すると約

１億人なんです。そして沖縄はそこの真ん中にあって、そこはまさにここに書

いてあるように東アジアの交流拠点として、何がしかの発展ができる地域とし

て、今後そういう視点で施策を展開できると。そのことが日本に貢献できる場

所になるだろうということで整理をしております。
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確かにそうだと思います。ただ、要は沖縄側がそういう考え○奥平一夫委員

方を持っているにしろ、政府側が沖縄を東アジアの玄関口―ゲートウェイとし

て本当に認めてきたかという見方の問題だと思うんですが、政府としては今ど

。 。のような考え方をしているんですか 沖縄と今おっしゃった東アジアに関して

政府―民主党のマニフェストでも沖縄は東アジアの交流○川上好久企画部長

拠点というものは位置づけをしてもらっているわけです。この間、全日本空輸

株式会社―全日空のハブ基地の支援として、貨物の航空機燃料税の引き下げ、

それから着陸料の引き下げ等々国にも一定の支援、そういうことを評価して支

援をしていただいていると思っております。

そういう意味では、日本政府に沖縄が東アジアに対してどう○奥平一夫委員

いう位置づけを持たせるかという努力というのが非常に必要だと思いますの

で、それについてはしっかり沖縄が日本の東アジアの玄関口だと、拠点である

ということをきちんと位置づけさせるということは非常に大事だと思います。

それからもう一つお聞きしたいと思いますが、沖縄振興特別措置法にかかわ

る新たな法律の制定の中で、エの離島定住支援、これはこれまでと若干違った

形で話が出てきていますが、沖縄振興の中でも柱の１つに離島振興ということ

がとらえられておりますが、40年たって例えば人口増加だとか、あるいはいろ

んな生活コストの削減だとか、離島航路の運賃の低減とかなかなかうまくいっ

てこなかったような気がいたしますが、ただこのごろ言われているのが、やは

り沖縄という１つの長い列島の経済水域を有効な手段として、きちんと政府に

も、物申すべきではないのかという話が二、三年前からよく出ていますが、文

字どおりこの広大な経済水域の海洋資源と国境に接する島々のいろんなものに

関する優遇税制ということが記されているんですが、これをどのように政府に

対して理論構築して、それを認めさせていくかという、その辺の話を少しお聞

きしたいと思います。

これもまだ緒についたばかりで、具体的なものというの○川上好久企画部長

を今すぐ出せるものではないんですが、ただこれに向けていろいろ実験事業と

かというものを進めております。特に小規模離島に対する航空機の運賃の引き

下げの実験、そのことがどういう効果を生むのか。それを見ながら次の計画、

制度の中に位置づけられないか、その辺のことを考えております。またこの間

の沖縄21世紀ビジョン、沖縄振興計画等総点検の議論の中で、意外と小規模離
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島自治体の財政逼迫の問題も出ていましたので、そのことについても対応する

ような考え方を、この中に示しております。そしてまた、雇用を維持するため

の制度としては、先ほど申し上げましたように税制であり金融であり規制緩和

とか、さまざまな施策を盛り込んで考えていきたいと、この①番に書いてある

ものです。

終わりになりますが、今起こっております尖閣諸島の問題も○奥平一夫委員

やはり政府がきちんと国境の離島をしっかり守っていくという姿勢があれば、

そういう問題も起こらなかったと私は持っているんです。尖閣諸島もずっと昔

から沖縄の漁民が住んでいたり生活をしていたり、あるいは仕事に行ったりと

いうこともやっていたわけですが、それがなかなかうまくいかなくてできなく

なったといういきさつもありますから。そういう意味では本当に国境離島をし

っかり政府が面倒を見るというのか、視点を当てるということは非常に大事な

ことですから。そういうことから今も離島の定住支援ということについては、

しっかり訴えていければと思っています。

ほかに質疑はありませんか。○当銘勝雄委員長

翁長政俊委員。

戦後65年、復帰して40年ということになりますと、この沖縄○翁長政俊委員

振興計画を含めて、いわゆる日本の政治家の中で戦前戦中派という方々が、あ

る意味ではほとんど政治の現場からいなくなられている。復帰当時この計画が

でき上がっていく、法律ができ上がっていく中で、やはり沖縄に対する贖罪の

念みたいなものが随分、日本の政治家の中にもかなりありまして、そういう政

治背景の中で沖縄に手厚くという政治環境があったわけです。そういう中で４

次にわたって法律が延長されてきたんですが、現実新しい法律をさらにつくっ

て、沖縄が自立に向けてのバージョンアップをさせるということになっていく

と、この沖縄の特殊性とか沖縄がオールジャパンの中での国益としてどういう

位置づけにあるかという問題が、これからの政治の現場では問われてくるだろ

うと思うんです。ですから、ここにしっかりとコミットしていかないと、ただ

単に沖縄のこれまでの過去の歴史を引きずりながらのやり方では、もう済まな

い時代にきたと私は思っているんですが、川上企画部長はどう考えますか。

先ほど照屋委員からも同じような話がございました。回○川上好久企画部長

を増すごとに振興計画の延長については、やはりこのハードルは高くなってき
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ていると理解をしております。そういう意味では、戦後65年、復帰後40年とい

う環境も時代も頭に入れながら、しっかりとした理論の構築をやってまいりた

いと思います。

この必要性の中で４項目挙げておりますが、沖縄の特殊性と○翁長政俊委員

いうことになると、いわゆる島嶼県であるということ、亜熱帯地域であるとい

うこと、そしてこれにさらに特殊性というのは何があるんだということになる

と、他府県にはないことになると、やはり基地という問題は、どうしても沖縄

の特殊性の中にこれが入ってくるんです。では、基地を除いた２つの部分で、

国家プロジェクトとして本気になって国が沖縄をどう位置づけて、沖縄の事実

という形でなくてもアジアとの結節点みたいな、いわゆる日本の中の南の玄関

口として、アジアのクロスロードという位置づけで、全国総合開発計画にも書

かれているんですが、そういう位置づけでしっかりとした国家プロジェクトが

入っていける環境にあるかということになると、ここは私はもっと何か、１つ

足りないだろうと思うんです。足りなくて、ここの部分をもっと沖縄側からア

ジアを取り込んだ形でのプランやプロジェクトみたいなものを国に提示してい

かないと。そのためにはやはりクロスロードと言うからには、アジアの方々が

沖縄で交流があるということが前提になるわけです。そういう意味での沖縄側

の努力の足りなさみたいなものを私は感じているんですが、こういう目に見え

る形でのアジアとの貢献度みたいなものが、他の都道府県に比べると高い比率

で沖縄県の特殊性があらわされるというのであれば、これは国家プロジェクト

として何らかの新しい制度を入れてもおかしくない地域ということになるだろ

うけど、今言うように島嶼県である、亜熱帯地域である、さらには国境と言え

ばいろんなところに国境はあるんですから、国境のまちであるということでは

済まないだろうと思っているんです。こういう問題を、もっと趣旨の中で、国

に要請していく中での、プロジェクトの組み方みたいなものを、もっとバージ

ョンアップさせて、もっと魅力のあるものにつくり変えられないのかとずっと

思っているんですが、どうなんでしょうか。

まさに、バージョンを上げてと言いますか、回を越すご○川上好久企画部長

とにハードルは高くなってきますので、そこの理屈づけは本当にしっかりやら

ないといけないと思っております。ここに幾つか書いてございますが、これは

あくまでも柱の話で、何をどのような形で注目させていくのか、その辺の整理

をこれからやってみたいと思います。
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これは総論的な話になるのですが、１から４まである中で、○翁長政俊委員

特に先ほど後段で私が申し上げた、では基地の問題というのをどう位置づける

かということになると、どうも基地の問題は沖縄側も表で議論がしにくい、沖

、 、 、縄全体の政治環境の中で表で議論がしにくいという問題があって この２ ３

４で書かれている部分についても、特に３なんかは今あって返される基地をど

うするかという問題に限定されるわけです。それでは、沖縄が戦後これだけ基

地を抱えてきて、こんな苦しい思いをしてきた中での、要するにある意味での

国の施策として、基地があった分もっと何か新たな制度があってしかるべきだ

ろうと思うんですが、ある意味では担がされているだけで軍用地料と基地交付

、 。金みたいなもので ごまかされているという感じになってしまっているんです

ですからこれをもう少し表のところで議論できる環境をつくっていかないと、

沖縄の今の現状というのは私は大きくドラスチックに変わらないだろうと思っ

ているんです。これは一括交付金の問題にしたって、いわゆる沖縄が予算の入

りの部分で言うように、一括交付金と税制の財政的な措置で、財政の改正程度

の話で事が済むわけです。だけれども、これだけで左右されるという話になる

と、のど元を絞められたら沖縄はすぐ枯渇してしまって、にっちもさっちもい

かないという現状が出てくるわけです。ですから、こういったものをもっと違

う形で、基地という現実にある存在を政府にしっかりと理解させて、リンク論

と言ったらまだいろいろ問題が出てくるわけです、政党同士の間の中でも。現

実に今あるものを、沖縄県民の過重な負担もあわせて、これが生活にどう生か

されていき、これが産業構造をかさ上げしていくために、どう生かされていく

かという、ここの根本的な議論がストンと抜け落ちてしまっているものですか

ら、３と４の部分について特に４については何の記述もないのですが、これは

どういうことですか。項目を挙げているだけだよな、この過重な基地負担軽減

に関する抜本的な取り組み。これは基本的には国がやる課題ですから、国が書

くべきということなんでしょうか、どうなんですか。

これは抜け落ちたというよりは、これはまた別建てで細○川上好久企画部長

かく説明します。これは説明資料なので、説明しないといけないという意味合

いで中身はあいております。これは沖縄政策協議会の中の基地負担軽減部会で

また議論をする話になりますので。

いずれにしろ、基地の過重負担というのは当然私どもとして○翁長政俊委員

は、削減をしていかないといけないという県民的な合意があって、この県議会

の中でも即時全面撤去という皆様方もおいでになるし、私たちのように日米安
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全保障条約というものを容認しながら、一定の負担と一定の義務を果たしてい

きながら、それなりの政治をやっていくというものの考え方を持っている方々

もいるんです。そういう中で、現実にある基地と沖縄におかれている基地とい

うものをどうとらえていくか。ここは、沖縄側がもっときちんとこの過重負担

分をどう政治や行政に反映させていくかという理論は、私はやるべきだと思っ

ているんだが、なかなか議論としてはやりにくい。こういった沖縄の10年を決

める、大きな制度ができる段階では、こういったものの価値、こういったもの

の負担への国としての、かさ上げ分ですよ。こういったものが入ってきてもお

かしくないと思っているんですが、これはどう考えますか。

過去から特殊事情の１つとして勘案されてきたと思うん○川上好久企画部長

ですが、今日また基地問題を取り上げる中で、そのことは今回の沖縄政策協議

会の中でも議論はされていくでしょうし、その中で議論を求めていけるものと

思います。またそういう同じ時期に、次の沖縄振興のあり方について、そして

沖縄の振興というのは何のためにやるかという話は、結局は住民の生活という

ものを向上させる。そして県民の生活は何かというと、こういう経済的な利益

もそうですが、やはり基地負担だとかどういうものの軽減ということは絡んで

いる話なので、そこはやはり一体として我々は整理をしていくべきものだろう

と考えております。

これは政治的な話になるから、企画部長ではなかなかしゃべ○翁長政俊委員

りにくいだろうけれども、基地負担と経済振興策という話になると、よくリン

ク論ということが出てきて、これをリンクさせてはいけないとかリンクさせる

べきだとか議論があるけれども、川上企画部長はどう思いますか。沖縄に基地

がこれだけある中で、当然沖縄で行われていく施策の中には、基地に対する一

定のリンク論というのは私はあって差し支えないと思っているんですが、それ

はすべきではないという議論が県民の中にもかなりあることは承知しているん

ですが、どう感じますか。

政治的発言はできませんが、これまでの沖縄県振興審議○川上好久企画部長

会とか沖縄21世紀ビジョンの策定の中で議論が出てきたものの中では、基地は

場所によっては経済的にプラス・マイナスどちらがあるんだという議論はやら

ないといけないのではないかという話がございました。そういう意味では、県

も二、三年前に基地跡地についての若干のそういう試算もやって提示をして、

今回の県議会でもいろいろと議論がありましたけれども、そういう意味では、
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その負担というのは単に事件・事故とか環境だけの問題ではなくて、経済的な

メリットというものとの比較で議論をされる時期にもきているのかという感じ

は持っております。

国のあり方として、日米安全保障条約があって米軍の基地が○翁長政俊委員

沖縄にあるという現実がありますので、大もとはやはり国の議論に置くしかな

いだろうとは思うんですが、現実に沖縄の基地から派生する負担や私どもに対

する生活への大きな問題については、当然緩和されていかないといけないだろ

うし、そうすべきだと私も思っているんです。ただ、そういう中で基地がある

という現状は変わりないことですから、いわゆる日米安全保障条約という問題

の根本がある以上は、沖縄においては基地が置かれる最大の理由が地政学的と

か抑止力という言葉が使われるんですが、特に地政学という意味においては、

基地という問題においては沖縄が重要な地域だということが認識されているん

です。これは何かというと、東アジア全体の中での特に軍事的なニュアンスな

んでしょうな、軍事的なキーストーンと言われる沖縄が、では経済的な、経済

活動の中ではこれがキーストーンになり得ないかということになると、私はこ

の議論を国が認めているというのであれば、経済的キーストーンとしての重要

性みたいなものも付随して国が認めるべきだと思っているんです。認めるべき

だと思っているんですが、ここになかなか国のプロジェクトとしての沖縄の生

かし方みたいなものが国策として入ってこないと。そして、今ここに書かれて

、 、いる一国二制度の問題についても国が本気になって 沖縄の思いは別としても

沖縄はこうしてほしいと思うけれども、では国がこれをとらまえてどういう形

で国策として入れてくるのかということが、どうも連携プレイがうまくいって

いないというのか、これまでの４次にわたる振興計画の中でも、どうもここの

部分は沖縄の思うように、沖縄が考えている思いと随分ずれがあって、いわゆ

る特別自由貿易地域やこういった一国二制度の金融特区等の問題についても、

他の外国に比べてみると法の整備や税の軽減策や、そういったものがどうも中

途半端でうまくいっていないということが現実になっているだろうと思うんで

す。ここをかさ上げしていくための第５次の新法律であっていいと私は思って

いるんですが、ここの部分をクリアできる自信みたいなものはどうですか。

自信というほどのものはないのですが、県民、経済界、○川上好久企画部長

実際に仕事をされている方々の意見も踏まえながら、精いっぱい頑張っていき

たいと思います。

H22.10.12-03

沖縄振興・那覇空港整備促進特別委員会記録
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ほかに質疑はありませんか。○当銘勝雄委員長

（ 質疑なし」と呼ぶ者あり）「

質疑なしと認めます。○当銘勝雄委員長

以上で、新たな沖縄振興の必要性について質疑を終結いたします。

説明員の皆さん、大変御苦労さまでした。

どうぞ御退席ください。

休憩いたします。

（休憩中に、執行部退席）

再開いたします。○当銘勝雄委員長

陳情等の質疑についてはすべて終結し、採決を残すのみとなっております。

これより陳情等の採決を行います。

陳情等の採決に入ります前に、その取り扱いについて御協議をお願いいたし

ます。

休憩いたします。

（休憩中に、議案等採決区分表により協議）

再開いたします。○当銘勝雄委員長

お諮りいたします。

陳情２件については、休憩中に御協議いたしました議案等採決区分表のとお

り決することに御異議ありませんか。

（ 異議なし」と呼ぶ者あり）「

御異議なしと認めます。○当銘勝雄委員長

よって、さよう決定いたしました。

次に、閉会中継続審査・調査事件の申し出の件についてお諮りいたします。

先ほど、閉会中継続審査・調査すべきものとして決定した陳情２件と、お手

元に配付してあります付議事件を閉会中継続審査及び調査事件として、議長に

申し出たいと思いますが、これに御異議ありませんか。
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（ 異議なし」と呼ぶ者あり）「

御異議なしと認めます。○当銘勝雄委員長

よって、さよう決定いたしました。

以上で、本委員会に付託された陳情等の処理はすべて終了いたしました。

委員の皆さん、大変御苦労さまでした。

本日の委員会は、これをもって散会いたします。
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